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１．ジエンダー統計とミクロデータ：問題の所在

本稿の課題は、合衆国におけるジェンダー統計の展開とミクロデータの生産・利用との

関わりを調べ、ジェンダー統計の発展へのミクロデータの意義を検討することである。

ここにいうジェンダー統計とは、特に女性の社会的・経済的'情況を、男性との対比で示

す統計、女'性と男性を区分した統計、を意味し、広くは、男性中心的になりがちな統計活

動に「女｣性と男性を対比しながら見る」視点を取り入れ改善することによって、男性の情

況もより明確に把握できると考える統計活動をさす。このジエンダー統計は、特に１９７５

年以来の一連の国連世界女性会議をはさむ、国際的取り組みによって発展してきたり。

ジェンダー統計の国際的・国内的な展開過程においての統計作成への要求は、女性に関

するデータの空白を無くする、歪んだ概念を是正する、そして、女性と男」性を等しくとり

あげた統計づくりを各国での統計活動においての通常のものとする、というものであった。

女性の社会的情況に関して、これまでの統計における扱いのレベルは、ジェンダー統計

にとって望ましくない順にみると、（i)調査しない、（ii)調査しているが統計表に示さない

（集計していない、あるいは集計しているが機関の手元での閲覧のみが可能)、（iii）統計

表に示してはいるが不十分である、（iv）統計表に示しているが、解説との関連での摘要表

には示していない、（v）統計原表には掲載しているが、入手しやすい統計集・ボケットブ

ック類には示していない、（vi)すべてに性別表示がある、といったレベルがある。

インターネットが人々にとって急速に身近になり、統計の入手がインターネット等を通

じるようになると、そこでの性別表示の有無と適切性、さらに一層の利用しやすさ

(user-friendly)を考えて統計図も問われるだろう。

これらのレベルのうち、調査されているが統計表に示されていない、あるいは統計表で

の示し方が不十分であるという不満は、ジェンダー統計において大きいものであった２)。

一方、ミクロデータとは、統計作成にあたって収集される調査個票から識別項（個人や

個体を特定できる項目）を除去した個別データのセットである。匿名個別データ集合とい

ってよい。調査個票や個体登録記録それ自体は、個人や世帯についてならプライバシー、

企業や団体についてなら秘匿されるべき内容をふくみ、個人や企業等を確認できる識別項

を持つので、プライバシーあるいは秘匿性保持の原則や約束から、それら個体情報をその

まま開示することはできない。そこでミクロデータセットは、個体認定を困難にする処理
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をほどこされた、個体の情報を伝えるデータのセットである。

それでは何故ミクロデータが問題になるのか。通常、政府統計を中心にして統計として

提供されるデータは、一定の統計表形式をもって与えられる。しかし、統計表は、調査客

体の属性と調査項目について、表頭と表側に示される調査対象の属性の限られた組み合わ

せによってしか数値を与えない。また一定の総計や平均の形をとることによって、個票が

持っている情報内容が失われる。この場合、どのような属性間のクロスをし、総計し、統

計調査毎に何枚の表を作成するかは、統計表生産者一統計機関なりの優先度をふまえて決

定される。しかし、統計をより深く・詳細に利用したい者_これは政府内外の利用者であ

る－にとっては、不満が残る。一方で統計機関は以前にも増して予算制約の下にあり、多

様な組み合わせ表を多くは提供はできない。このような情況の下で、個票内容をストック

し、政府内、政府外の各種の統計的利用目的に対応して、集計処理の仕方はそれぞれの利

用・目的に対応させるか、あるいはさらには利用者に委ねるという方式が生まれたのであ

る。このミクロデータの公開は、合衆国では1960年代初め、カナダでは1970年代初めに、

そして多くのヨーロッパ先進国で1980年代以降広がりはじめている。

もとより、個体情報を詳細に保持したまま公表すると、個体が識別される危険が増大す

る。すなわち、統計利用者における詳細内容への要求と、調査客体に対するプライバシー

侵害ないし秘匿情報の露見にはトレードオフ関係がある。このバランスをどうとるかに関

して、ミクロデータとしてどのような内容を与えるべきか、利用者を限定するか否か、ど

のようなルートで提供すべきか､提供に際しての審査機関､提供許可の基準が問題になる。

そして特に個体認定をできるだけ回避するための開示防止処置（discIosureavoidance

technique)の研究が国際的には１９８０年代以降続けられている。また、これまでの統計活動

は、個体情報をミクロデータとして開示することを想定していなかったので、それに対応

して制定されている統計関係法規の改訂・修正も問題になる｡これら関係する問題全体が、

いわゆるミクロデータ問題として大きな研究領域をなしている]）。

このミクロデータで、さらに統計としての有効性を発揮するのが、調査対象者あるいは

個体ををパネルとして固定して、その対象が時間的経過とともにどう変化するかを追い続

けるロンジチュージナル（縦断的）なパネル調査である。すなわち、長期間にわたって同

一標本（同一個体）を調べ続けるのである．ある属性を持つ標本を、例えば年次毎に別個

に標本選出して調査してきたこれまでの多くの調査の結果においては、同じ属性を持つ集

団を時系列的に見ることはできても、その属性集団への個体の参入と離脱、あるいは個体

における変化を直接的に把握はできない。これに対してロンジチユージナルなパネル調査

の場合には、これが可能あり、特にある政策の影響が、標本の個体の各々にどういう影響

を与え、変化するかを追跡できるという大きな長所を持つ。このため、各国の政府統計の

作成と分析、および学術的研究ではこのパネルデータに基づく分析が、より精繊なものと

受け止められ、特に１９８０年代からひろがりつつある。
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そこで、先にふれたジェンダー統計からの諸要求に戻るなら、このうち、既存の資料に

関する性別集計、諸属性の詳細な組み合わせ等について、ジェンダー統計に関わりのある

ミクロデータの生産が、かなりのところこの不満を解消する、と筆者は考える。「かなり

のところ」というのは、ミクロデータは、統計機関外の一般公衆利用者からみると、各自

の集計に委ねられてしまう形なので、統計作成機関の責任においてジェンダー統計表を用

意したり、統計機関におけるジェンダー統計視点やジェンダー統計づくりを日常的なもの

とする（mainsIrcilming)、という要求からすると根本の解決ではなく、回避的処置とみう

る場合もあると考えるからである。しかし、これらは、ジェンダー統計の充実とミクロデ

ータの提供との関わりの実際を検討した上で、さらに考えるべきであろう。

そこで本稿では、その実際事例の検討素材として、合衆国センサス局と労働統計局（BLS

：BurcauofLaborStatistics)によるＣＰＳとＳＴＰにおけるミクロデータと、それらデータを

使用したCTnuber編集のジェンダー統計集と、ＢＬＳとセンサス局による分析をとりあげ

る。ＣＰＳとSIPＰはミクロデータを提供している代表的調査であり、さらに1978年のセン

サス局主催の女性に関する連邦統計に関する会議に示されたジェンダー統計からの要求に

も応えて改正され、また新たに開始されたからである。そして同時にアメリカ合衆国のジ

ェンダー統計の発展経過と到達情況について評価も試みたい0゜以上の関心によって、本

稿では以下の構成で検討をすすめる。

１．ジェンダー統計とミクロデータ：問題の所在

２．アメリカ合衆国におけるジエンダー統計の展開－１Ｗ8年センサス同会議まで

２．１ジエンダー統計の開始-1960年代,1970年代の経過

２．２１９７８年センサス同会議

３．現在人口調査（CPS:CunFenlPopulationSurvey）

４所得と政策参加調査（SIPP:SurveyoflncomeandPro厚amParticipalion）

５．合衆国のジェンダー統計集と分析：ＣＰＳとSIPＰデータによる分析を中心に

５．１Ｃトイパー編『アメリカ女性に関する統計ハンドブック』(初版1991,第２版1”7）

５．２ＣＰＳに基づく分析例

５．３．ｓIPPに基づく分析例

６．結び－合衆国ジエンダー統計の現段階一

２．アメリカ合衆国におけるジェンダー統計の展開一】078年センサス局会議まで

現在、アメリカ合衆国の政府統計家に、合衆国でのジェンダー統計の状況はどうか、責

任を持っている機関はどこかを尋ねても、明確な答えがもどってはこない。これに加えて

合衆国のジェンダー統計の展開過程を描いた文献が合衆国にはないので、情況を確認する
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ことは簡単ではない。これは、表面的には日本におけるのと同じ現象である。しかし、先

進国の体制はこのようなものであり、ジェンダー統計が問題とされるのは開発途上国にお

いてなのだと考えてしまうと大きな誤りだろう。

合衆国統計において、より高いレベルでジェンダー統計の一層の深化をはかる余地はな

お多くあると筆者はみている。とはいえ、既に早くからジエンダー統計の発展において一

定のレベルに到達しており、ジェンダー統計と名うつことなしに、その拡大が進んでおり、

日本との比較ではかなり大きな発展の差がある、というのが、ここ約10年間ほど観察し

た上での筆者の暫定的な結論なのである。以下、経過に立ち入ってみよう。

２．１ジエンダー統計の開始-1960年代と1170年代の経過

１９５０年代後半から1960年代前半にかけて、合衆国黒人の人種差別撤廃・公民権運動の

もりあがりが合衆国社会を揺さぶった。この間、1950年代からはじまる女性の労働の場

への進出は、専業主婦を理想とする女性観や家庭像と次第に矛盾をはらむことになり、ま

た職場での労働条件の男女差が大きな問題になる。この間、Ｂフリーダンの書The

FcmincMistiquc（1963）（邦訳『新しい女性の創造』）の出版があり、１９６５年賃金平等法

成立を経て、1966年にＮＯＷ（全米女性組織）の結成をみる。

１９６７年に政府は「アフアーマテイブ・アクション」の実施による女'性雇用を進めた。

後掲の表５に示される女性の職場への進出を背景にして、１９６０年代半ばからこの社会運

動は、当然のこととして、フェミニズムの流れとして研究・教育分野にも広がる。Iyie

Amerjcα〃ん"｢"αﾉｑ/・Socjoﾉo幻が「変わりつつある社会において変わりつつある女性」と題

した特集を組んだのは1973年１月である,)。政府統計機関からの記事や論文においても、

社会学を中心とするフェミニズムの潮流の研究分野への影響や、女性の幹部職をすでに一

定程度まで擁していた情況もあって、少々の遅れをもちながら、女性労働者の状況一男性

との就業や賃金等での格差一に焦点をあてたものがひんぱんになる。ちなみに、労働統計

局のＭｏ"腕OLa6orReWewのインデックスで、「女性労働者」が「女性」という項目にな

り、関連記事、論文が数を増えるのは、１９６５年を境にしている。そして、女性の生活の

多くの面に関して、格差や差別をふくむ実情が統計によって多様に語られるようになるの

は、1960年代後半、特に1970年前後からとみてよかろう。

それらの検討は、女性労働の就業形態（フルタイム、パートタイム)、職業分布（性別

職務分離)、賃金格差、労働時間などの労働条件から労働組合での位置、共働き世帯の収

入、さらに女性の教育レベル、研究分野での位置、文化や社会参加に広がる。この時期、

統計をもって追求されたのは、働く女性について、特に性別賃金格差についてであった０゜

これらの検討にあてられた統計資料は、センサス局の人口センサスや労働統計局の事業所

サーベイ、研究者による独自サーベイからのものであり、調査項目が詳細でないため、格

差の立ち入った分析には多くの不足を持っていた。そしてジェンダーの角度から統計資料

を吟味する中で、世帯主概念が批判され、女性の１人親'１t帯を十分に把捉する上での、訓
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査フレームの立ち後れが批判される。

ちなみに、1970年代をもふくめて、連邦統計の歴史を叙述した包括的に記述し、また

将来統計を展望した１９７８年の２冊の基準書、Revoﾙtio〃ノ〃Ｕ)，ｊに。Ｓｍ応ｓＧｏｖｅ７"加己"［

Ｓｒａｔ“csI926-J9乃、Ｆ,α腕ewo,ＡノbァＳｍ"srjcS/b7I980'ｓともに女性統計（ジエンダー統

計）についてはふれていないｱ)。これは、１９７０年代半ば過ぎ時点では、合衆国においても

ジェンダー統計が璽要なものとして統計関係者に広くは理解されていなかったことをうか

がわせる。

2.21978年センサス局会議

１９７０年代の政府統計のジエンダー視角からの多様な再吟味の動きにそくして、女性の

生活を多面的に把握する上で、政府統計の不足点は何かを総括的に検討する会議が、商務

省センサス局主催で１９７８年４月２７－２８日に開かれる。この会議と会議で提起された各機

関の課題に対して、会議後の各機関の回答（取り組み方針）を付した報告書が１９７９年１２

月に出版された即。

この報告書の序文で当時の商務長官Juanita,ＭＫｒｅｐｓが書いているように、１９７７年に統

計調整機関の機能が商務省に移されたときだったので、商務省が主催するということは、

連邦統計全体に関して女性に関する統計の問題点や改善策をめざしての会議という意味を

持っていた。そして実際に、主要統計機関であるセンサス局、BLS、保健・福祉省統計局、

社会保障総局からの報告者を網羅していた。

Krcpsは、序文で、本論でのWattsとSkidmorcの文を引用しながら次のように述べてい

る。「私たちの経済と社会を描くのに使われる統計的概念、そしてその測定に使われる方

法は、世界が、多かれ少なかれ特定の家族構成一働いている夫（生計収入獲得者)、経済

的には夫に支えられている働いていない妻と２人の子ども－から成り立っていると想定さ

れていたときに、企画されたものである。その家族員は、２人の親は成人としての自分た

ちの人生をともに過ごし、子どもが次に､成長して自ら同じような構成の家族を築くまで、

固定していると想定されていた。・・・合衆国が実際にこの記述に合致しているかどうか

といえば、明らかにもはや合致していない。したがって、われわれの統計の多くは、適合

しなくなった無理なフレームワークにはめこもれたものなのである」（Ｐ３)、「特にわたし

は、女性の労働力としての活動を過小評価する一貫した傾向に注意している｣、「統計の

空白を埋め、今｢]のアメリカの女U性に実際に起きていることに関するわたしたちの理解を

あいまいにし歪める分類や時代錯誤の概念の是正を援助できるなら満足である」（P3)。統

計行政に広く責任を持つ場にあるものの発言として留意しておきたいのは、Krepsが、「適

切に資源を獲得できるなら、既存データの表現を修正することによって幾つかの必要な統

計の改善を速やかに行うことができよう。データベース自体を修正するには、もっと時間

がかかろうし、他の問題にかかわる。プライヴァシー、ペーパーワークの負担、回答者の

負担は、どんな新しいデータ収集活動の際にも制約になるものである。さらに、サーベイ
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のデザイン、調査票のコーディング、そして評価の問題があり、これらすべてがとりあげ

られべきである。私たちは予算の制約を受けており、女性に関するデータの不十分性とと

もに、多くのグループのデータの不十分'性も検討しなければならないことはいうまでもな

い」（ＰＳ)と語っていることである。

報告書は会議に対応して、所得、職業、差別、世帯構造、教育、健康、課題、統計的問

題についての公的政策、の８つのトピックの各々について、１人以上の報告とコメントと

回答をからなり、最後に要約と統計機関の回答を付している。この内容は既に紹介したこ

ともあるので、Barbara、BReganによる要約と機関の回答にだけ注目し、紹介しよう。

彼女は、もはや適合しない多くのステレオタイプの４例として次をあげる。

１．家族は－人の長をもつ。

２．男性の収入稼得者が、その妻をふくむ扶養者をもつ。

３．女性労働者は、労働力において副次的な働き手である。これは、副次的労働者に対し

ては副次的仕事という意味を持つ。

４．人生は３つの明確な段階一教育、労働、喜びをもっての引退、から成っている。

そして、女性に関するデータの必要その他の問題をＡからＤにまとめる。

A・ロンジチュージナル（縦断的）データが必要－６項目

Ｂクロスセクションデータ_新しいデータが必要－１４項目

ｃクロスセクションデーター現在収集されているデータの新しい表が必要－１１項目

D・他の問題－３項目。

このうちのＡについて見ると、必要なデータは、

「1．性別の労働力の行動のパターンの変化、特に職業移動、転職、雇用と移動のズレ、

就業、失業、非参加の間の移動、それぞれの状態の継続期間、そしてそれらに影響す

る要因を研究するデータ。

２．若者の雇用と教育に対するＣＥｍ及び特別な政策の下での公務職、それら労働者

の民間部門への移動についての性別データ。

３．時間的な経過の中での個人の収入の性別データとともに、収入の共有の情報。

４．世帯変化の速さ、時間とともに個人が様々なタイプの世帯へどう移動するか、そし

て各種のタイプの世帯において成人や子どもが過ごす期間に関するデータ。

５．すべての教育レベルの大学人の昇進経路と教育発展の性別統計。

６．健康状態と保健ケアのデータ。

ロンジチュージナルデータの要求には、もちろん秘匿'性を必要とした上で、ＣＰＳデー

タと社会保障総局及び内国歳入庁のデータを統合することで対応する可能性が指摘され

た。ＣＰＳ標本をロンジチュージナルファイルに結合することも示唆された」（p､133)とさ

れている。

Ｂでは、性別、職業別転職データ、使用主の姿勢、求人、公務員数、フリンジベネフイ
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ツトと年金、技能要求、時間投入量をふくむ非市場生産活動、子どもの年齢、（両）親の

婚姻状態、職業別の児童ケア施設の利用・費用、施設の所在、児童支援のための支出額と

ともに給付および扶養料からの収入の各々、離婚の経済的調整、子どもに対する母親、兄

弟あるいは父親からの援助、中絶の数．費用・サービス、貧困や片親の継続期間と政策の

影響､すべての年齢の女性の肉体的・精神的健康状態についてのデータの必要が指摘され、

Ｃでは、新しい世帯タイプ（１人、カップル、１人親一子、２人親一子）の使用、各タイ

プ別世帯での性別の収入区分、学生の中等から高等教育への性・人種・収入別進学、職業

・性・収入別収入のメデイアン、労働時間、パートとフレクシブルタイムの利用可能性、

３桁レベルの職業別、同じく月次の失業率、地域の求人、年齢コーホート等について性別

と人種・年齢に区分されたデータ、を要求している。Ｄでは、すべての社会・経済的グル

ープの女性に関して収集しているデータと、それらデータが現行の統計系列とどう関係し

ているかの連邦機関全体にわたる目録、女性に関する問題を記述するために入手可能なデ

ータについての情報の改善、特殊ジェンダー的な用語の廃止、をうたった。

これらに対する統計機関の回答を見ると、センサス局は、Ａの1,3,4とＢの５，９に対し

て目下計画中のSIPＰがこれに応えるものであるとし､Ｃをふくむ多くの項目についてＣＰＳ

の改善によって対応が可能であると答えているのが目立つ。

以上紹介した内容からみて、この会議は、１９７８年という時点では国際的に見てもかな

り高いレベルのものであったことがわかる。

３．現在人口調査（CPS:CurrcntPopuIationSurvcy）

合衆国のジエンダー統計の重要な部分を構成するのはＣＰＳとＳＩＰＰである。そこで以下

CPSの概要を紹介し、ついでこのＣＰＳの特徴と不足点についてふれる卵。

3.1狙いこの調査の第一の狙いは、雇用状況についての情報の獲得である。内容的に

は、農業と非農業の雇用、自営業従業者、非農家族営業の自営業者、家族従業者、不払い

従業者、賃金・俸給労働者、失業者を毎月唯一伝え、同時に、労働時間、パートタイム・

フルタイム、残業、職業、産業等のデータ、さらに非労働力データを提供する。非労働力

に関しては就業希望等もとりあげる。第二に、副次的にではあるが、人口全体に関して、

年齢、性、人種、婚姻状態、学歴、家族構造、をとりあげて、人口の社会的特徴の動向を

明らかにする。第三に、年次調査は、月次調査の内容とともに労働経験、収入、非現金給

付や移住を調べようとしている。

3.2経過⑪この調査は、大恐慌のあと1937年の失業登録の一部として行われた全国レベ

ルの確率標本による調査に起源をもつ。雇用促進局(ＷＰＡ：WorkPmgress
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Administaration）がこれらの経験に基づき１９３９年に準備を開始し、１９４０年に調査は８０００

世帯についての標本調査としてスタートして、３月に「失業月報｣が発刊される。この１９４０

年には人口センサスがあり、ここで労働力概念が用意される。1942年８月に、ＣＰＳはセ

ンサス局の担当になり、１９４５年までに、標本数を25000世帯に拡大した。１９４５年に第１

次標本単位を６８から２３０に拡大した。この1945年迄に労働力調査方式が樹立され、この

フレームがその後、労働力調査方式として国際的にひろがるのである’１)。１９５９年にＢＬＳ

が、月次の失業統計の分析と発表に責任を持つようになった。そして、標本数は60000

世帯に拡大し、人口、労働力、雇用者、賃金、失業者に関する立ち入ったデータを提供す

るものとなった。この間、ゴードン委員会(1962年）がＣＰＳの改善策についての報告を出

した。1967年に、失業者について過去４週間の求職活動の有無、求職方法、就業可能性、

労働力状態を判断する対象年齢を１４才から１６才へのひきあげ、就業時間についての詳し

い質問を加える等の大改訂があった。１９７９年に雇用・失業統計についての大統領委員会

（レヴィタン委員会報告）が、軍隊を算入する、求職意欲喪失労働者の除外は妥当である、

求職中と就業可能用件の明確化、労働力や失業、非労働力の問を移動するフローデータ、

有給労働力の外側でのボランティア活動等のデータの必要、等を勧告した。この報告で注

目すべき点は、失業者の失業給付金をふくむ所得データをｓｌＰＰがふくむべきこと、フル

タイム・パートタイム、就業状況と所得とリンク、女性の労働市場での経験、に関するデ

ータの必要を唱えていることである。1979年に、賃金所得についての質問項目、１９８４年

には組合所属等の質問項[１，１９８５年には学校在籍に関する質問項[|が加えられた。１９８０

年前半の非標本誤差の拡大に対する検討を受けての調査手法の改善があった｡そして､1986

年にはじまるＢＬＳとセンサス局共同の検討を経て、１９９４年１月に改訂調査が出発する。

これも大きな改訂であった１２)。主な改正点は、調査内容については、「]営業者と家族従業

者の明確化、家庭での仕事の増加に照らして家事との区別、複数の仕事への従事、通常の

就業時間と調査週の実際就業時間の両方、パートタイム就業の（理由）自発性・非自発性、

休職理由として育児休暇の追加、失業者の求職活動が積極的か非積極的か、レイオフ者の

復職の可能性、等の調査を新たに加えたほか、正確性を増す工夫(職業・産業、所得賃金）

その他、調査方法の上では、調査票の設計の改訂、情報収集過程でのラップトップ・コン

ピュータへの全面的依拠、であった。これらの改訂には、女性の情況をより正確に捉え

ようとする努力がそれぞれに織り込まれている。

3.3標本と調査対象および調査周期現在,CPSはセンサス局がＢＬＳのために行ってい

る。文民（civilian)約50000世帯についての月次調査(MonlhlybasicSurvcy)と年次人口動態

（AnnualDcmographicSurvcy:３月補完）調査からなる。1996年１１]に出発した現在の標

本は、まず州ごとに階圏化された2007の第一次標本区域から７５４の区域を４２８選び、そ

こからさらに選ばれた59000世帯からなる。このうち約50000世帯に住人がおり、面接可

能であったとされる。この50000世帯は８つの部分（ローテーション・グループ）に分け
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られる゜ひとつのローテーション・グループは連続して４カ月面接され、その後８カ月の

間をおいて、改めて４カ月面接される。各月に新たに８分の１の新しい標本が導入され、

最初の調査を受け、第２のグループは２回目、第３のグループが３回目の・・・そして１

つのグループが８回目、すなわち最終回の面接を受ける。標本が調査対象者とされている

期間は１６カ月、実際に調査を受けるのはそのうち８カ月（８回）になる。

３．４調査における面接と電話第１回と第５回の調査ではラップトップ・コンピュータ

のディスプレイに現れた質問をし、得られた回答はその場でコンピュータに入力される。

２～４，６～８回目の９０％は同じ面接者あるいは３つの集中電話インタビュー・センタ

ーの１つの調査員によって行われる。終了した調査内容は電子的に中央のプロセッサーに

送られ、一貫性の検討、無回答についての帰属計算、コードづけ、ウエイトづけを行った

後、州、人種ごとに推定される。

3.5調査内容１３）調査内容はまず、居住単位・住居に関して、住宅タイプ、広さ、建築

年、室数、水道、台所、風呂、トイレ、空調、自家・貸家、居住者、世帯内人間関係、生

年月、１５才以上か否か、婚姻状態、性、軍隊勤務、学歴、人種、人種的起源を問う。そ

して、１５才以上の者について、年齢、その家の所有あるいは借主、企業・農場の所有・

経営、利益・有給のための活動、不払い労働への従事、退職、この先６カ月間障害による

就労不能、就業希望（フルタイム、パートタイム)、先週の就業（パート、フル)、一次

的非就業、レイオフ、非就業理由､支払いの有無､多重就業､週労働時間(本業､他の職)、３５

時間以上か以下か、３５時間労働を望むか、パートタイムの理由、フルタイムを望む理由、

労働時間の詳細（欠勤の有無と時間数、残業時間数、追加時間、先週の実労働時間、３５

時間未満の理由、時間があればフルタイムで働けたか)、レイオフ（事業主は復職日を示

したか、６カ月以内の復職の可能性、過去１週間の復職可能性、復職できなかった理由、

復職期待の中での過去４週間における休職活動、レイオフの継続期間、レイオフ時週３５

時間以上のフルタイムであったか)、過去４週間の休職活動とその内容、就業可能性、不

可能の理由、求職活動開始前の状態（就業経験の内容と長さ)、求職活動（週数、フルか

パートか、過去４週間の非活動の理由、１２カ月間)、過去１２カ月および４週間の就業、

有給・無給、離職後の求職活動、就業可能性、不可能の理由、離職理由、今後１２カ月間

の求職意図、前月の転職、就業先の名称、産業、職業、副業（勤務先、有給・無給、名称、

職業、産業)、給与（報告しやすい期間単位、残業手当・チップ・手数料、時間あたり給

与、この時間給での通常労働時間、組合員…父親の生まれた国、合衆国国民か否か、収入

源泉、収入階級、先週の就学先、フルタイム・パートタイムの学生、出生国、母親の出生

国、電話番号、等200以上の項目にわたって調べる。

なお調査自体は、１５歳以上人口についての詳細をとりあげているが、公表される労働

力・失業統計は１６歳以上人口に関してのものである。３月の年次補足調査は、個人の収

入に関して、源泉や金額を詳細に調べるもので、月次調査にスペイン系起源の者をふくむ
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標本を追加して行われている。

3.6統計の質：誤差M〕この調査は任意標本調査であるから、標本誤差がつきまとう。標

本誤差に関しては、推定値の種類と大きさに対応して、ＣＰＳの報告書その他にいろいろ

な形で示されている。小さな推定値に関しては大きな標本誤差があるので注意しなければ

ならない。非標本誤差に関しては、標本の全員について情報を獲得できない、質問の解釈

の違い、回答者が正確な情報を伝えようとしない、情報を思い出せない、収集および処理

過程での誤差、欠損値の推定における誤差、標本世帯のすべてと世帯の全員を把握するこ

とができない調査もれ、等から生じるとされている。調査員の仕事については検査が行わ

れ、調査票自体が前回の回答との比較で進められる形式をとっている点で、回答者の記憶

ミス等についてかなり改善されているとみてよかろう。調査もれは、ＣＰＳの場合、８％

とみなされ、女性より男性に、白人より黒人・スペイン系で大きい、とされている。

3.7結果の公表ＣＰＳの結果およびその分析は、センサス局とＢＬＳから多様な形で発

表されている。センサス局からは、ＣＰＳのＰ-20（人口特性)、Ｐ－Ｚ３（特別研究)、Ｐ-27（農

業人口)、Ｐ-60（消費者所得）の各シリーズにおいて発行されている。３月調査の結果は、

主としてＰ－ＺＯおよびＰ－６０にふくまれる。ＢＬＳからはＢＬＳニューズとして速報的に順次

発表されるとともに、Ｅ'，zPbymご"ｔα"ｄＥｔｚｍｍｇｓで月次統計として示され、現在では、

この多くがインターネットのＣＰＳサイトに掲載され、インデックスもでている１，．

３．８ミクロデータファイルｌｏＳｌＰＰデータと同じように、センサス局内利用用ファイル、

研究用ファイルと一般使用ファイルがあると考えられる。一般利用ファイルには、月次の

CPSと年次（３月）調査ファイル（AnnualDcmographicFilc)があり、月次ファイルは１９６８

年の１月以降、月次単位で、年次ファイルは年単位で発行されている。いずれもテープと

CD-ROMで販売されている。

3.,ＣＰＳの重要性と弱点、ＣＰＳは、第一に調査内容からもわかるとおり、就業・失業情

況に関して、副業、フル・パート別、労働時間、パートや追加就業希望、就業不可能の理

由など多面と、さらに職業・産業、収入、世帯構成と人種等を詳細にわたって調べている

大規模な標本調査である。日本の調査にひきつけるなら、内容的には、労働力調査、就業

構造基本調査、毎月勤労統計調査を統合し、さらに他の調査項目をも加えたものになって

いる。第二に、これだけ詳細な内容が毎月伝えられている調査の頻度の大きさがある。第

三に、ミクロデータとして与えられている点で、多様な属性の組み合わせ集計によって、

よい深い分析が可能になっている。

だが一方で、このＣＰＳは収入調査としては、３月の付随所得調査があるが、政策立案

者や分析側からの幾つかの必要からみて難点を持っていた。すなわち，回答者は３月に過

去１年間の所得を問われるが,その期間の財産所得あるいは不規則的収入を覚えておらず，

また調査は年間の世帯構成の変化の影響をとらえず，年間の一時期の政策対象期間を明示

的には把握しないし，世帯の経済状況や政策給付の資格を測定する上で必要な資産や負債
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に関するデータを収集する余地を持っていない，また回答者はあれこれの政策的給付をす

ぐに混同するし，政策対象資格者を調べる上で十分な情報を収集しておらず，それには，

年次ではなく月次データが必要である，等であった。

４所得と政策参加調査（SIPＰ：SurveyoflncomcandProgramParticipation）

ＣＰＳのこれらの弱点を克服することが大きな理由のひとつになって、また１で示した

ジエンダー統計からの要求に応じることもあって、センサス局が１９８０年代に開始したの

がパネル・サーベイとしてのｓｌＰＰである鵬)。この調査は、所得や社会保障関係の給付に

関してその質問内容の詳細さと規模において、国際的にも合衆国における調査の中でも特

に注目されるべきものである。ＳIPPは幾多の変遷を経てきており、１９９６年に開始され現

在進行中の調査でも出発点で大きな改訂があった。そして現在入手できるインターネット

を通じてのSIPＰの説明は、1993年パネルまでの説明が多く、1996年パネルについては少

ない。以下では、１９９３年迄のパネルの説明をしたうえで、１９９６年パネルについて知り得

た点を追加する形をとりたい。

４１調査の概観

４．１でこの調査の経過・目的等の概略を、４．２と４．３で調査内容とデータの質にふれる。

4.1.1歴史的経過この調査は、その前身である調査やテストが、１９７５年前後からはじ

まり、1981年に開始可能となったが、1981,1982年にわたってSIPＰのための予算が削除

された。当初は、社会保障総局も支援して、センサス局が実施し、資金を両機関が折半す

るものとされていた。１９８３年にセンサス局に予算が付与されて、１０月に最初の調査が開

始された。その後，１９９０年に、国家統計についての委員会(CNSTADによるＳIPPの大か

がりかな検討があった１７)。このパネルの勧告と予算削減とによって，1990年調査は変更

された。そして，１９９４年，１９９５年パネル調査は中断され，１９９０年センサス結果に基づく

再設定が行われ，１９９６年４月に、１，，６年パネルとして調査が再スタートした。その後、

1997,1998年に新たなパネルはとりあげられず、1996年パネルの調査を継続している。

４１．２調査の目的１９９３年のＳｌＰＰ評価パネル報告書に示されている調査の目的は、以下

のとおりであった。（i)より多くの質問と年１回以上のよりひんぱんな調査によって、家族

と個人の現金と現物支給をふくめた所得報告を、改善する、

(ii)面接ごとに、より詳細な質問と関連する説明変数を伴った月別情報を問い合わせるこ

と、同一人について政策の対象者のときと、対象外になったときとをフォローすること

によって、多くの政策適用者をふくむ政策適用者についてと、関与の時間的動向につい

ての、行政データに匹敵する詳細情報を獲得する、

(iii）資産についてのデータをふくめて、政策適用資格を判定し、有資格で非適用者との比
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較において政策適用者の特徴づけるのに必要な情報を獲得する、

(iv)当面の政策関心事項（例えば、障害者、児童支援、デイケア、健康状態、健康保険の

使用）についての特定の質問分野（特定モジュール）をふくむことで、広い意味の社会

福祉政策について生じる問題に関する情報を、タイムリーに獲得する機会を提供する、

(v)世帯の新しい標本によって毎年新しいSIPＰパネルをスタートさせることによって、年

次の所得と貧困統計およびロジチュージナルなｓｌＰＰデータからのクロスセクショナル

な推定値の質を維持する、

(vi)サーベイ報告を種々の行政ファイルと比較することによって、適用者と源泉情報の所

得の両方を改善する。

4.Ｌ３調査対象と期間１９８３年１０月にはじまった最初のパネルは、約21000世帯であっ

たが、その後、予算制約の影響もあって、12500～23500世帯の間にある。幾つかのパネ

ルでは調査対象期間が進むとともに出発点より世帯数は減る。各パネルは、最初の面接の

際に世帯に住んでいる１５才以上の者からなる。移動した場合には、パネル期間中は追跡

される。すなわち、最初の住居から半径100マイル以内への移住者は、通常の面接方式に

よって、100マイルを越えるところへ移住した場合には、電話調査で引き続き追跡される。

個人の調査対象期間は、２年半であり、４カ月ごとに合計８回の面接を受けていた。１９９６

年パネルでは、４年間１２回の面接に延長された。

4.1.4標本設計１９８３年パネルは20000世帯。ローテーション・グループ１，２，３，４

の４つにわけられ、各グループごとに（したがってパネル全体の四分の一が）１カ月づつ

スタートし，過去４カ月の状況について４カ月ごとにインタビューされる。回答者になっ

ている３２カ月間に，８回インタビューされることになる。そして，各回をウエイブ(ｗａｖｅ）

と呼んでおり、例えば、第１回の調査はウエイブ１と呼ばれる。

調査が１９９１年２月に開始され，１９９３年９月に第８波のローテーション・グループの最

終回を終えた1991年パネルの配置を例にとって示すと表ｌのようになる。

このように，各年のパネルが３年に及ぶので，例えば，1991,1992,1”３年パネルの調査

が同時並行的に進行する。これを表２が示している。

１９８８年パネルは第６波で，１９８９年パネルは第３波でそれぞれ停止され，その分が１９９０

年パネルに加えられて，21000世帯であった。これは，予算削減の下，最小の犠牲でより

有効なデータを獲得しようとする工夫によるとされている。

１９９２年パネルが１０波まで，１９９３年パネルについては９波まで行われ，１９９４年，１９９５

年パネル設定されなかった。すなわち、理想的には、表２のように複数年のパネル調査が

出発年を異にしながら同時進行する形があるのだが、これが完全に行われるとすると、例

えば、20000世帯×３年=60000世帯をも対象にすることになる。次項でふれる調査内容

の詳細さを考慮すれば、内容的にまた費用と回答者の負担からみて、これは大変な事業と

いわざるをえない。このため、歴史的には、必ずしも３年間にわたるパネルが同時進行的
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表１各調査月の対象期間（1991年ファイル）

対象期ＩＭＩ ウエーブローテーション

グループ

１９９１１９９２１９９３

１０～１月

１１～２月

12～３月

０９四
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１
２
３
４
１

1991年２月

１
１
１
１
２
２
２
２
３
３
３
３
４
４
４
４
５
５
５
５
６
６
６
６
７
７
７
７
８
８
８
８

月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月

３
４
５
６
７
８
９
ｍ
ｕ
ｎ
１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
ｎ
ｎ
１
２
３
４
５
６
７
８
９

１～４月

２～５月

３～６月

４～７月

５～８月

６～９月

７～10月

８～11月

９～12月

１０～１月

１１～２月

１２～３月

１～４月

２～５月

３～６月

４～７月

５～８月

６～９月

７～10月

８～11月

９～12月

１０～１月

１１～２月

12～３月

月
月
月
月
月

４
５
６
７
８

ヘ
ヘ
ヘ
ヘ
ヘ

１
２
３
４
５

BureauoftheCcnsus(1990),SI腰ＰＱ皿αﾉﾉﾘＰねﾉﾃﾋ,ｐ・ｇＴｎｂｌｅｌ
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表２ＳIPPの並行パネルデの対象期間ザインの説明

1088年 1,89年1186年 1987年

1--6,4--9,10--12月 1-4月1-9.10--9,10-12月

Ｘ…ＸＸ…ＸＸ…Ｘ

Ｘ…ＸＸ・・・ＸＸ・・・Ｘ

Ｘ・・・Ｘ

１－６，８－９１１０－－１２月1-9,1C-12月

Ｘ…ＸＸ…Ｘ

Ｘｏｏ・Ｘ

lＧ－１２

ＸｏｏｏＸ1985年パネル

1986年パネル

1987年パネル

1988年パネル

1989年パネル

Ｘ…ＸＸ…ＸＸ・・・Ｘ

Ｘ・・・ＸＸ…ＸＸ・・・Ｘ

Ｘ・・・Ｘ

ｘ
ｘ
ｘ

● ■
●Ｃ

Ｄ ●

●

ｘ
ｘ
ｘ

Ｘ…ＸＸｏ･ＤＸＸ…Ｘ

Ｘ・・・ＸＸ…ＸＸ・・・Ｘ

Ｘ・・・Ｘ

BureauoftheCensus(1990),SIPPQ“ﾉjlｸﾞﾉＰｒ城化,ｐｌＯＦｉｇｌｒｅｌ

には速報調査されてはいない。

１９９６年の再スタートに先だって１９９５年２月から９月まで試験調査が行われた。これは

第１波と第２波からなり、9000世帯を対象としていた。

現在進行中の１１１６年パネルは37000世帯を対象に、これを４分割した４つのローテー

ション・グループに分けて１９９６年４月から始まった。各ローテーション・グループにつ

いて１カ月おきに４月から７月までのウエーブ１の調査が行われ、８月にはローテーショ

ン・グループ１について、ウエーブ２の調査が行われる。標本世帯は調査に先立つ４カ月

間の状況について回答する。標本世帯は、ウエーブ１から４カ月ごとに１２回、すなわち

４年間調査が行われるものである。この配置は表３に示されている。

4.1.5階層別多段抽出と個人・世帯の抽出(1)PRSの構成と選択。まず最新の人口セン

サスによる人口数を伴いながら，郡と市のリストが作られ,郡が隣り合う郡と統合されて，

自足的な(SR:sclfrepresenting)一次標本単位(PSUs:primarysampIingunits)を構成する。小さ

なＰＳＵで自足的でない(NSR:non-self-representing)ときは,東西南北などの階層にくくられ，

その層から１つのＰＳＵが代表として選出される。1984年には，４５のSRPSUsであり，１２９

のNSRPSUsが1Ｚ９の層にされて，それぞれから代表として１つのＰＳＵが選出され，合計

174のＰＳＵになった。

1985年以降は，１９８０年センサス結果を経て，184,000以上の住居単位をふくむすべての

PSUがＳＲとみなされ，１９８のNRUSUが１４４の層に減少し合計は２３０のＰＳＵとなった。

(2)住所の選択。５つの標本フレームを使って，ＰＳＵのそれぞれから住所のサンプルが

抽出される。５つのフレームとは，センサスの際の住居をふくむ３つのフレームとセンサ

スの後に建設された住居およびセンサスの際に落としてしまった住居である。大部分の住

居をふくむ調査地域(EDS:EnumerationDistricls)フレームでみれば，ＥＤは，１つの行政単位
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表３sIpp1190年パネルの調査日程

年 ウエーヴ ローテーショ

ン３

ローテーショ

ン４

ローテーショ

ン１

ローテーショ

ン２

ウエーヴ１

ウエーヴ２

ウエーヴ３

４月

８月

1２月

６月

1０月

２月

７月

1１月

３月

月
月
月

５
９
１

1996／

1９９７

ウエーヴ４

ウエーヴ５

ウエーヴ６

７月

1１月

３月

４月

８月

1２月
月
月
月

５
９
１

６月

1０月

２月

1997／

1998

ウエーヴ７

ウエーヴ８

ウエーヴ９

７月

1１月

３月

４月

８月

1２月

月
月
月

５
９
１

６月

1０月

２月

1998／

1999

ウエーヴ１０

ウエーヴ１１

ウエーヴ１２

６月

1０月

２月

７月

1１月

３月

４月

８月

1２月

月
月
月

５
９
１

1999／

2000

出所）BureauoftheCensus,(1”7)SIPPFje〃Repres印､ﾋﾞﾙご's〃妃'Wewj"9ＭＪ""α/,3-3

（市，町ほか）の境界内の約250～350の居住単位からなるセンサスで規定された地区で

ある。各ＰＳＵ内で，ＥＤ内の住所が２つの隣りあう住居単位をふくむ階層に分割され，そ

してこれら階層の標本が抽出され，特定のslPPパネルに指定される。

ｓIPPの調査内容は，個人と住居に関わるから，住所の抽出のあと，その住所での最初

の面接の際に、どの個人を対象にするかが一定の調査規則によって決定される。とはいえ，

最初の訪問の際には，その住所が平常の住所になっている者をすべて調査対象にする。対

象者についての規則があるのは，臨時の訪問者は除外されるだけではなく，平常の居住者

のその後の移動もロンジチュージナルに追跡されるのがｓｌＰＰの目標でもあるからである。

4.1.6sIPPにおけるＣAPIと行政記録との関係］，）

CAPISIPPでは、1996年パネルから本格的なCAPI(Computer-AssisledPersonallnteWiew）

方式が導入された。ＣAPIの導入は、特にＮＲＣの委員会報告も１９９３年に、センサス局が

さらに検討すべき課題を示しながら勧告していた。調査過程でのコンピュータの利用は、
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回答間の矛盾除去、以前の回答結果の利用、基本データの最初の編集やデータ処理前の事

務的およびキー操作の幾つかの除去、獲得データの電話線を通じての地域事務所や本部へ

の移送による時間や費用の大きな節減、データ収集から最終結果生産迄の時間の短縮、と

いう大きなメリットをもたらす。委員会報告は、ＣＰＳより遙かに多くの質問項目を持ち、

回答に応じて幾度もスキップするという質問構成においては、コンピュータの指示による

ことが時間の節約や誤りを少なくするし、以前の調査と当該調査の他の部分での多くの回

答間の一貫性（無矛盾性）を確保できる、ことを重視した。

このためには、調査票（質問）がコンピュータ内に綿密に設計されて組み込まれること

が必要であり、ＣＰＳの次元での技術では不足とみられていた。さらに、データベースの

管理システムが、ウエーブごとに受け入れる情報とこれまでの受け入れた情報と一貫'性を

持ち、欠損値についての情報を与えたり、調査内容の変更などに対応する柔軟Ｉ性をもつも

のになっていることが必要であった。これらがクリアされて,1996年のCAPＩの採用にな

ったのである。紙を媒体とした調査における非標本誤差の幾つかを除去あるいは減少させ

たことは確かであろう。

行政記録との関係実地調査員のためのマニュアルでは、「われわれが何故、回答者に

求めている情報を、納税報告書まどの他の資料源から獲得しないのか」を疑問に思ってい

る人々がいるのに出会うといい、その回答を次のように用意している。すなわち、納税報

告書は、この調査のように月次ベースではないし、多くの人が、社会保障、失業手当や、

退職軍人への給付など、納税報告書には報告しない収入をえている、そして、課税対象所

得のない者は納税報告書を書かないし、納税報告書は、人の年齢、性、労働経験、教育そ

の他,slPPがとりあげている属性を掲載してはいない、等をあげている。

しかし、他方で、部分的な目的での行政資料との照らし合わせ等の利用は、センサス局

内部で行われている。ｉある部分母集団（高齢者，障害保険の受給者，補助的安全所得

受給者）について標本抽出の効率化の増加，ｉｉ行政記録とサーベイの両方に共通な項目の

確認のためにサーベイデータと比較する，ｉｉｉサーベイで入手することが不可能な項目に

ついてサーベイで報告されたデータを行政記録で補う，点での結合である。これらについ

ては、内国歳入庁データとの社会保障番号を介しての１９８４年パネルのウエーブ１での照

合,1990年パネルでの照合等の実例が伝えられている。

4.1.7調査員と調査の実際（i)地域事務所を通じての調査。ＳIPPは１２の地域事務所を通

じて行われる。地域事務所の監督の下に現場調査が行われる。地域事務所ではデータがチ

ェックされ入力されて，スートランドのセンサス局本部に電送される。本部が誤りを見つ

けられた場合，地域事務所に訂正のために問い合わされる。

（ii)調査員。1988年２月には，４５６人の調査員がいた。８７％が３６～65才で年齢の中位数

が約５０才。大部分が女’性面接員であり，５分の３は３年以上の面接員の経験を持ってい

るとされる。月平均の担当は約１５世帯で，時間給で1988年には，時間あたり6.75～７．８０
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ドルであった。

（iii)調査は訪問面接によるが，フォローアップには電話が使われる。調査員は，調査に先

だってあるいは同時に居住地の特定住所を確定し，また居住者個人を確定する。’５才以

上のすべてが調査対象になる。調査は詳細にわたるので，雑所得や財産所得など直ちに回

答できない項目については，回答者が望むなら後に電話で回答することが許されるし,回

答内容のチェックや訂正にも電話が使われる。但し，電話の使用は制限されている。

（iv)調査員の訓練は，最初の訓練，年２回の訓練，そして弱い点について補助的訓練を受

けることになっている。

，996年改正から、ラップトップ．コンピュータが使用されるようになった。調査の質

問項目、調査項目間の回答の整合性をチェックする機能、説明や定義をふくむヘルプ機能

等がコンピュータに組み込まれており、調査員がその質問にそって回答をインプットする

形をとるようになった。

4.,.8調査費用，993年現在で、年3100万ＵＳドルであった。1998年度については、ホ

ームページでの説明は、３０１７万4009ドル（約350億円）であると伝えているｄ

4.1.,調査結果生産物とその配布諸形態２０’ＳＩｐｐに関連する出版物は，多様であり、ま

た膨大である。インターネットのＳｌｐｐのホームページ・サイトにPublications＆Analyscs

があり、これを開くとインターネット上で入手可能なデータとレポート類、すなわち、

StatisticalBriefSlppp-70Reports，SIPPWoIkingPapersとともにWhal1sAvailablefiom

theSIPP-RevisedMarchl997が掲載されている。これは、１１０ぺ￣ジに及ぶSIPＰ関連の出

版物の一覧である。これらをふまえて出版物を区分しながら示すと以下の通りである。

①SIPＰの説明。［l]概説。まず、SIPＰそのものを説明するものとして、(1)インターネッ

ト．ホームページＵ､S,CensusBureau,SIPP,PubIication＆Analyses、そしてハードコピーで、

(2)UsersGuides,(3)TEchnicalDocumalion,(4)SIPPOualityProfiIe，（５）Suweyoflncomeand

programparlicipation(SIPP)FieldRepIcsentativc1slnlerviewingManuaI。

［２１方法論その他。(5)SIppWorkingpapers,(6)PapcIspresentedinthcSIPPsessionalthe

AmericanSlalislicalAssocialionmeetings,(7)AspeciaIissueoftheJoumalofEconomicand

SocialMcasuremcnto①[Z]の各出版物は、ＳｌＰＰホームページにも掲載されており、直接あ

るいはＰＤＦファイルとして獲得できる。

②SIPＰデータの質に関する報告。ＳIPPに関しては、調査の概要や調査項目などととも

に、特にデータの真実性：質を利用者に対して示すものとして、世帯（単位）の非回答，

単位内の個人の非回答，および項目の非回答の情況を説明した『品質の状況』（Ouality

pmfilc）という書物が数年おきに出版されている。これについては4.3でふれる。

⑧調査結果統計表と分析。(1)StatisticalBricfS,(2)CulTcntPopulationReports-SIＰＰＰ－７０，

(3)SIPPWorkingPapers．

④その他、市販の単行本もあり、また連邦統計を扱った多くの文献でふれられている。
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4.Ｌ１０ＳＩＰＰミクロデータ２１）OualityProhIeによれば、ミクロデータファイルには、内部

利用ファイル、特別研究ファイル、公共利用ファイルの３種類がある。SIPＰデータの大

部分は、センサス局の内部ファイルに貯蔵されて局内の職員だけが利用できる。特別研究

ファイルは一次データが含まれている点で公共利用ファイルと違う。研究ファイルの場合

は、ファイルの再配分に関する要求にそって利用可能とされ、書面による同意書の提出を

経て使われる。研究用と公共利用ファイルには、当然、個人の識別が不可能なように、特

に幾つかの所得や資産の額はトップコーディングされ、また地域の詳細コードは除去され

るか、掻き混ぜられる等の露見防止措置を施されている。公共利用ファイルは注文によっ

て入手可能である。このファイルには、利用者マニュアル等が添えられている。これらの

文書をこなしてミクロデータファイル・データを自由に利用するに至るには、現在のファ

イル内容とガイドが親切ではないことを含めて、簡単ではないように思われる。このミク

ロデータ・ファイルをめぐっては、ｓｌＰＰにそくしても露見防止措置をふくめて膨大な研

究があるが、本論文が日本でのこれに関する大きなプロジェクトの一環に位置するので、

ここではふれない22)。

４．２調査内容と調査の手段

4.2.1調査の手段このＳｌＰＰは現在では，コンピュータ使用調査に移行している。そのた

めコンピュータ画面を見ての，調査員と被調査者の問答が表が，いわば調査票に該当して

おり，これは公表されている。しかし，これは非常に読みにくい。そのためもあってかセ

ンサス局では,書式調査であった1993年の調査票を公表している。現在の調査内容と１９９３

年の内容とでは若干の変更はありうるにしても，基本部分に変化はない。この調査票内容

は，ＳIPPを理解する上で，そして特にＳIPPのミクロデータの解読とその分析の上で不可

欠と考えられるので，以下では1993年パネルについての調査内容を紹介する。

調査の際の手段・媒体は，コントロールカード，調査票を基本にして，ウエーブの前に

調査者が訪問することや調査の目的他を知らせる手紙，回答者の助けとなるカレンダー，

回答者が使う分類表，年齢確認カード，必要事項チェックリスト，などである。

4.2.2調査内容麺）コントロール・カード。まず，コントロールカードによって世帯と個

人についての基本的人口および他の分類変数関連項目が，パネルの最初の面接と以後のウ

エーブ毎に調べられる。約４０項目にわたるその内容は、住所、建物の属性と所有関係、

世帯と回答者、世帯構成員、関係、異動、生年月日、親、婚姻状態、配偶者、’性、人種、

祖先、学歴、軍隊経験、社会保障番号等である。

調査票にもられる各ウエーブの調査内容は、基本質問群と問題別質問からなる。基本質

問群は，４つのセクションからなる。

第１セクション：労働力と受領者：第一は，労働力状態である。１９９３年パネルでは４

カ月あるいは１８週にわたっての質問であった。職業についたか，無職で求職活動をした

か，就業可能であったか，職につけなかった理由，無職での収入の有無がある。これらは
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一般の労働力調査にとりあげられる項目である。ここでは週別に把握しようとしている点

がユニークである。

第二に，労働時間である。通常週の労働時間と３５時間以上，以下を週の回数，また３５

時間以下であった理由を質問している。

第三に，諸社会保障給付その他の受給状況である。（i)失業手当，退役軍人障害，（ii)退

職手当，（iii)保険・年金，（iv)児童扶養関係手当，（v)婚姻状態をふくめて年金，（vi)メデイ

ケアあるいはメデイケイド，（vi)健康保険。

第四に，貯蓄等資産保有状況。

第五に，教育補助。

第２セクション：賃金と雇用。まず，被用者と自営業従事者とのいずれかを質問した後

にそれぞれについて別個に質問される。

被用者については，使用主名，産業（４分類)，職業，事業形態，被用者としての継続

状況，週労働時間，時間あたり賃金，支払い回数，各月別の総賃金額，組合員等であるか

否か，を質問している。

自営業従事者については，事業名，産業，職業，週あたり労働時間，事業の粗収入，事

業規模，会社組織形態，所有者か経営者か，当人の収入，純利益・損失，を質問している。

第３セクション：金額。社会保障をふくむ収入や受給に関して，パート１で全体的に質

問した後に，主要収入源泉別にパートＢからＦまでを，世帯の各人別に調べている。

Ａ（収入コード1-56）では，社会保障／鉄道退職金および収入コード1-56,食料切符

についてコードを記入しながら，月別の収入を，さらに，受給開始月，子どもが対象にな

っているかどうか，を調べている。

Ｂ以下では，種類別の所有の有無，そこからの収入・損失，夫婦の共同所有か否かに関

して，Ｂで貯蓄・資産関係，Ｃで他の利息獲得資産，Ｄで株式と投資信託，Ｅでレンタル

・家賃収入，Ｆで抵当，特許その他の金融投資、について質問している。

第４セクション．政策。住宅について，公的住宅あるいは公的援助があるか，家賃，水

・電力・ガス・油に関する公益事業への支払いの有無とそれらへの援助の有無，援助金の

支給先（公益事業へｶｺ本人へか，その場合の支払形態)，扶養児童の学校給食（昼食，朝

食）の有無と援助，について質問している。

問題別質問部門。以上の４つのセクションで示した質問は，各ウエーブで４カ月ごとに

調査される中心部分であるが,その他に,各パネルへの面接は問題別質問群(topicalmoduIes）

として追加的質問群がある。この質問群での調査項目は４カノ]のIHi接ごとに繰り返されは

しない。センサス局は、問題別質問群のうち、ある間隔をおいて繰り返される場合を「固

定」(fixed)質問群、繰り返しが予定されていない質問群を「変動」質問群と名付けている。

この問題別質問群は、ウエーブ毎に更新する必要をもたない重要な政策問題に向けられ

ており、また短期の新たに生じた問題に対応する柔軟性を持つものとして、ｓｌＰＰのすぐ
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れた特徴とみなされている。

１９９３年パネルにおける問題別質問群のテーマを一覧すると、第一ウエーブは、Ａ受給

歴とＢ被用歴であり、パートＡでは受給履歴として，食料切符，扶養児童を持つ家族へ

の援助、連邦補助的保障収入(SSI)，メデイケイド，健康保険，公的住宅あるいは住宅補

助，パートＢは，被用歴として，使用主あるいは事業の名称，職開始時期，労働の場で

の従業者規模，職業継続期間，連続有給職従事の状況，産業，職業，被用者か自営業か，

仕事停止理由，６カ月継続の有無，６カ月非従業の有無とその理由についてとりあげる。

以下、深くは立ち入らずに問題別質問群のテーマだけを列挙すれば、ウエーブ毎に以下

のようになる。第二（ウエーブ）Ａ労働障害歴、Ｂ教育訓練Ｃ婚姻歴、Ｄ移民歴、Ｅ出

産歴、Ｆ家族関係、第三：Ａ労働予定、Ｂ子どものケア、Ｃ児童支援協定、Ｄ非世帯員へ

の援助、Ｅ機能制約と障害、Ｆ保健サービスの利用、第四：Ａ主要金融資産、Ｂ医療支出

と労働障害、Ｃ不動産・住居費用・扶養者の世話・車、第五：Ａ年次収入と退職勘定、Ｂ

税、Ｃ就学と金融、第六：Ａ労働予定、Ｂ子どものケア、Ｃ児童支援協定、Ｄ非世帯員へ

の援助、Ｅ機能制約と障害、Ｆ保健サービスの利用、Ｇ機能制約と障害一児童、Ｈ保健サ

ービスの利用一児童、Ｉ児童の福利、第七：Ａ資産と負債、Ｂ保健サービスの利用、Ｃ不

動産・住居費用・扶養者の世話・車、第八：Ａ年収と退職勘定、Ｂ税、Ｃ就学と金融、第

九：Ａ対象予定と年金加入、Ｂ子どものケアと労働予定、であった。

これら調査票への記入を要約するか，コード化するために，これら調査票には，「忘備

要約（CallbackSummary)｣，「収入源泉リスト」一収入（40区分)，資産（１３区分)，特別

指標（１６区分)，「収入源泉要約(ISS:IncomcSourceSummary)」がそえられている。

１９９６年パネルについての調査での問題別質問群はウエーブ順に以下の通りである２４)。

第１（ウエーブ）：受給履歴と就業歴、第２：労働障害、教育・訓練、配偶関係、移住、

出産歴、世帯内関係、第３：資産、負債、資格、医療支出/健康ケアの利用一大人と子ど

も、労働関連の支出一新、子ども支援支出一新、第４：年収・退職勘定、税、労働予定、

子どものケア、障害の質問一新、第５：就学・金融、児童支援協定、非世帯員に対する支

援、障害、機能制約と障害一大人、機能制約と障害一子ども、使用主が提供する保健収入

一新、第６：子どもの福利、資産、負債、資格、医療支出/健康ケアの利用一大人と子ど

も、労働関連の支出、子ども支援支出、第７：年収・退職勘定、税、退職・年金加入、家

庭の健康ケア、第８：大人の福利、福祉改革、第９：資産、負債、資格、医療支出腱康

ケアの利用一大人と子ども、労働関連の支出、子ども支援支出、第１０：年収・退職勘定、

税、労働予定、子どものケア、第１１：児童支援協定、非世帯員に対する支援、障害、機

能制約と障害一大人、機能制約と障害一子ども、第１Ｚ：資産、負債、資格、医療支出腱

康ケアの利用一大人と子ども、労働関連支出、子どもの支援支出。

以上の調査内容について，理解の助けとして日本との比較で説明すれば，この調査のコ

ア部分の内容は，労働力調査，毎月勤労統計調査，就業構造基本調査，貯蓄動向調査、賃
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金・労働時間制度の中身の多くと、さらに厚生省関係の健康・医療関係統計の多く、そし

て日本ではとりあげられていない多くの項目に詳細に立ち入って、世帯調査として取り上

げている。そしてウエーブ毎に様々なトピヅックスがとりあげられる問題別質問群をみる

と、特に収入にしぼって，社会保障政策による給付の多くの部門をとりあげて、かなり詳

細に調べている。ひとつの調査でこれだけの内容を一括調査するというものは，日本では

類例がないし、国際的のもきわめて希だとみてよいだろう。

合衆国においては日本以上に貧困問題がきびしく，したがって，各種の社会保障収入源

も多様であり，この給付対象者も多い。このような社会背景もあり，日本には社会保障関

係給付をこれだけ丁寧に調べている調査は，特定グループ向けであっても無い。これら多

様な質問項目について，ロンジチュージナル・パネル調査として２年半ないし４年間にわ

たって継続することによって,特定グループの労働力状況や労働時間や収入の刻々の変化，

そして特に社会保障給付（政策）の対象のカバー状況，収入状況の変化，が把握される。

政策の効果を判定できるように企画されている調査というべきである。

４．３ｓIPPデータの質酉）

これだけ詳細な質問項目について、しかも対象個体を固定して継続的に追跡する調査が、

十分に立ち入った分析に耐える質を持ち合わせているかは大きく問われる。この点に関し

ては、ｓｌＰＰの『品質のプロフィール』と題する説明書が数年おきにまとめられ、また広

くは配布されていないがメモランダムも出されている。

プロフィールがあげる誤差を中心に見てみる。(1)無回答誤差（住居単位、個人、項目

のそれぞれについて)。この３種類の無回答についても、さらに幾つかのタイプが分析さ

れている。立ち入らずに合計だけで見ると、住居無回答（回収）は、第一ウエーブで対象

住居の全メンバーが回答拒否あるいは接触できない場合である。調査員が誤って対象住居

でないとみなしてしまう場合もあり、また第二ウエーブ以降では、移住等により接触でき

なくなることが加わる。１９８４年からの１９８９年までの各年のパネルで見れば、ウエーブ１

で５～７％だった無回収がウエーブ６～９迄に２０％前後に上昇している。無回答の一つ

のタイプは拒絶であり、回答に関心がない、忙しく時間がない、プライバシーの侵害であ

る、任意の調査である、個人的に過ぎる、情報が秘匿されるとは思わない等の理由による。

個人無回答とは、回答世帯のメンバーが回答を拒絶するか、面接不可能であり、代理の

回答も不可能な場合である。１９８４年パネルでは、８回のウエーブ全体に対応したのは７０

％であった。項目無回答は、質問項目に対して拒絶するか、回答できない場合である。こ

こでは、特に、所得額、特に自営業所得、利息、配当への無回答が多かった。

最新の資料が伝える標本ロスは表４のとおりである。

(2)データ収集過程の測定誤差。これは、面接の仕方、調査者による誤差、調査対象期間

が長いことから来る記憶違い、調査票の長さと構成から来る誤差、引き継ぎ(sea、）から

来る誤差一ロンジチユージナルとして長期にわたる調査であるため、回答者が本人から代
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表41992,93,6年パネルについての世帯標本ロス

出所）

BureauoftheCensusMemorandumlbr

ｎｅＳＰＰＲｅｃｏｒｄＯ８－０Ｚ

ＦｒｏｍＭ､FMcMahon,Chieflncome

Branch,DemographicsSurveyDivision、

Ｊｕｎｅ25,1988

理、代理から本人へ、また調査者の交替があること、一定期間の休止に次いでの回答の際

には変化が過大に伝えられる傾向がある等があるとされる－，さらに長期間、回答者にな

ることによって、その標本の行動パターンが母集団の行動パターンから乖離することによ

る誤差、等があるとされる。これらの誤差の研究や実験は多く行われているが、その誤差

が量的にどれだけであるかを、示すところまではいっていない。

(3)標本誤差。ＳｌＰＰは、１９８３年の出発の後に、標本数が予算削減による大幅な削減を経験

しているし、ウエーブの進行とともに獲得標本や回答の減少が絶えずある。しかも、ｓｌＰＰ

の注目点は詳細な調査項目と詳細な分類である。これによって分析の上で興味が持たれる

詳細項目においては、集計標本数が少なくなり標本誤差が大きくなってくる。次項で見る

slPPによる分析報告書は、本文の数値にすら標本誤差を付しているのも、この標本誤差

を無視できない場合があるからだろう。

パネルについてのロンジチュージナル調査によって、伝統的な調査とその結果表では得

ることの出来ない情報がもたらされているいるが、調査内容が私的な詳細にわたり、長期

に固定すること､また回答標本数が少なくなりがちな点も一方で注意しなければならない。

５．合衆国のジェンダー統計集とミクロデータ分析：ＣＰＳとSIPＰデータ分析を中心に

５１Ｃ､トイパー編『アメリカ女性に関する統計ハンドブック』（初版１９，１,第２版

1917）２句

合衆国においては、ＢＬＳあるいはセンサス局に特定分野の女性に関する統計集はある

が、女'性の生活の広い領域に及ぶ統計集はなかった。そして、１９９１年にセンサス局の

CTaueberの編集によって初めての女'性統計集のジェンダー統計集『アメリカ女'性に関す

る統計ハンドブック』が、ついで1997年に第２版が出版された。第２版序言で、編者は、
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１

２

３

４

５

６

96年ﾊﾟﾈﾙ

8.4％
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９３年パネル

8.9％

14.2％

16.2％
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22.2％

９２年パネル

9.2％

14496

15.8％

17.8％

19.8％

21.2％



第２版は、初版の統計を置き換えたものというより、姉妹編であるとしている。

この初版については既に紹介と簡単な検討を加えたことがある２７)。そこで以下、この統

計集の第２版を中心に、第１版とも比べながら一般的に紹介・検討し、その上で、特にＣＰＳ

データとｓｌＰＰデータの利用に注月する。

第２版の序言において、編者は、アメリカの女性の生活は多様であり変化が大きいこと、

特に若い女'性が伝統的考えを破り、男性のこれまでの職業に進出していること、管理的職

業や技術職への進出は大きいが、大部分の女性は、相対的に低賃金の伝統的な女性職につ

いていること、アメリカの貧困者の大部分が、女'性と子どもであることを指摘している。

その上で、初版の表を更新し、リブロダクテイプ・ヘルスやスポーツなどの多くの新しい

表をふくめたという。

表は２６０枚、図は８０枚でデータは１９９４年時点までのものであり、特に１９９０年センサ

ス結果が取り入れられた点が重要であるという。女性のすべての分野をとりあげることは

できず、データの入手可能性と質、スペース、自分の専門を考慮してしぼった、とし、性

のパートナーについてのデータが限られたし、宗教はふくめなかった、という。

掲載内容第２版には、初版にあった統計の出所の総括的叙述や一覧、それに文献出所一

覧はなく、各統計表に付記されるだけになった。念のために初版の序にたちかえれば、「大

部分のデータは五つの出所からのものである。すなわち、(1)センサス局の１０年人口セン

サス、(2)センサス局の推定・予測、(3)労働力の毎月の統計と非施設文民の社会・経済的

特徴について年次情報をもたらす現在人口調査(CPS：CurKmtPopulaIionSurvcy）(4)経

済、健康および社会的特徴についてのロンジチュージナルな情報をもたらすslPP，（５）全

国保健統計センターの人口動態と健康調査」と述べていた。初版と、特に第２版では民間

研究機関・者等の表も一部採録している。

第２版の統計データの出所の表と図の収録数は、初版に比べて４７０枚からすると、１００

枚以上の減少である。大きな構成は初版と変わらず、Ａ,人口事象と特徴,B､就業と経済的

地位、Ｃ健康上の特徴、Ｄ・社会的特徴、であるが、その内的構成には幾つかの変更がある。

以下、主な表のテーマのみを示し、その中で注目すべき表を指摘する。中項目の初版との

異同を（）内に、［１内に表枚数の変化を示す。特に興味深いものに★、興味深いもの

に☆を付す。ここで注目すべき、あるいは興味深いというのは、一方での現実のジエンダ

ー問題と、他方で統計生産上の難易の見地からみてである。筆者は日本の政府統計に関す

るこの検討を共同で行ったことがある。したがって、言い換えれば、日本のジェンダー統

計の到達段階からみての注目度といってもよい2)。

Ａ・人口事象と特徴一Ａ－１人|]変化と移民[-11］：将来人口、州別人口、☆女'性移民、移民

婚姻上の地位、☆外国で生まれた者、Ａ－２出産傾向（←出生と出産傾向）［-1］：☆女性の

成長と性・出産経過図、出生率、☆若年妊娠、出生率予測、出生と社会的特徴、☆学歴と

の関係、Ａ－３出産予測と子どもなしＩ+4]：☆子どもなし、☆出生期待と実際、Ａ－４結婚し
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ていない女性の出産：[-1]☆非婚者の出生、未婚者の出生、Ａ－５死亡と余命（←中絶：リ

プロダクテイブ・ヘルスに移動）［+5]：余命と死亡、死亡率、高齢者、Ａ－６死因（←死亡

率と余命）｛-81：主要死因、妊産婦死亡率、がん、心臓、☆HIV、自殺、☆小火器、（A－７

死因）：なし。

Ｂ・就業と経済的地位一Ｂ－１労働力参加［-16]：労働力状態一失業、都市・地方別、◎女

性労働力率高位順郡ぐ婚姻状態、Ｂ-2賃金・年金加入（←就業、賃金、学歴）［+111：両親

の労働力状態、フルタイム、学歴、☆母親就業者、年金加入,B-3母親就業者と子育て（←

就業、婚姻上の地位、母親就業者と子育て）［-8]：労働経験、☆最初の妊娠後・第１子誕

生後就業継続者、☆第１子出生後退職者、出産休暇、★出産後就業者の就業までの期間、

★損失労働時間、☆母親就業者の５歳以下児の育児世話、★労働時間と保育出費、☆保育

費用、Ｂ－４職業（失業→これを減じて各項目に分散して、項目を立てず）（←B-S[+61）★

職業間移動、年齢・勤続期間、女性割合、★女性使用主事業、★組合・非組合別職業、☆

軍隊、☆海外軍隊、Ｂ－５所得と資産（←Ｂ－６所得、資産、所得源泉と子ども支援）［-371世

帯属性別世帯収入、女'性属性別所得、☆女性世帯維持者、★社会保障給付、★資産、Ｂ－６

貧困（初版ではＢ－６は労働参加率予測、貧困はＢ-8)[-71,☆貧困水準以下人口と家族数と

率、☆家族類型別、★女性世帯維持者、★補助金割合、☆世帯属性、★貧困継続期間、Ｂ－７

公的扶助（B－９公的扶助・食料切符、住居援助）：[+41★政策参加（対象者)、★継続期

間、☆児童扶助。

Ｃ健康上の特徴。Ｃ1健康と障害（←労働障害、制約、支援の必要、急性および慢性状

況、病気とＣ－３を含む）［O]☆病気による損失労働日数、☆様態別障害者数、☆就業への

制約、高血圧、癌、精神障害、Ｃ－２健康維持行為とスポーツ[+13],☆医者との接触、☆体

重過多、★喫煙・飲酒・ドラッグ、★喫煙とその影響、★飲酒とその影響、★HIV、☆

スポーツ、ｃ－３リプロダクテイブ・ヘルス（新設)、★性行為、★避妊、中絶、☆意図せ

ぬ妊娠、妊婦向け支援、★母親の喫煙状況と出産、★母親の飲酒と出産、☆養子、☆性病、

☆AIDS、Ｃ-4健康保険（←健康保険、利用、治療）：[-11癌保健。

Ｄ､社会的特徴。Ｄ－１結婚と離婚[01再婚、☆離婚に影響される子ども数、☆ライフサイク

ル、☆子どものいない女性、離婚・結婚解消、★貧困との関係、☆離婚の諸相、★子ども

の生活環境、非婚数、非婚カップル、非親族親世帯、女性世帯維持者、養育手当、Ｄ－２生

計[-4]、単身者、養護施設居住者、世帯構成別子ども数、Ｄ－３世帯構成I-16I女'性世帯維持

者、片親世帯、Ｄ-4教育[-91都市・地方別、☆修士α博士号、☆学歴別夫婦組み合わせ、Ｄ－５

学習分野[-16]、Ｄ-6教育効果{01☆高校卒の生活価値､収入､職業､Ｄ-7投票・政治参加[-11、

連邦議員数、州・郡被選出議員・首長数、Ｄ－８犯罪被害'十61☆被害者状況、Ｄ－９有罪者l+3］

拘置者、☆収監者、☆重刑収監者。

前進点と弱点まず初版と比べての前進はみられる。第一に、４部内部の再編成された小

区分は、リプロダクテイプヘルスの項目新設をふくめて、よりわかりやすくなった。第二
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に、アメリカ社会の問題の特性に狙いをつけた統計の提示がある。全体について性と人種

・エスニシテイーによる区分があり、移民、若年出産、非・未婚者の出産、火器による死

亡､女性世帯維持者､貧困の分析､社会保障給付との関係､離婚､単身者世帯、ドラッグ､ＨⅣ

をとりあげているｑ第三に、各国に共通している問題をより丁寧にとりあげている点です

ぐれている。資産、女性使用主、貧困、社会保障給付、喫煙・飲酒・ドラッグの影響、性

行為、ライフサイクルでの位置づけ、等である。第四に、ＣＰＳミクロデータと特にＳIPP

のロンジチュージナル・パネル調査の利点を生かした、初版以降の分析成果が収録されて

いる。例えば、Ｂ４－６は、1990年から1992年にかけて離職し、就職した２５～５４才の女性

について離職した職業と、就職した職業をクロスさせた表である。これは後にとりあげる

CPR70-40のＳＰＰデータからとられている３Ｄ･

その他として初版では各表毎に内容を要約した短い文、出所文献一覧、があったのが無

くなった、一方で語句説明が加わった。これはプラスとマイナスである。

しかし弱点は残る。初版について、筆者は合衆国での第１作としての意義は十分にある

としたうえで、「公務や政治参加、文化・スポーツ等に関しての叙述が少なく、就業・労

働における労働条件の突っ込みは不足している。・・・表の分類が多重でないことによっ

て表は簡単であるが、一方でこのことは立ち入った分析の道を閉ざしている。・・・格差

・差別の追求・分析は必ずしもきびしくない」と指摘した。

第２版においても、この弱さは継続している。第一に、取り上げている領域が限られて

いるいる。これは、ひとつには、連邦統計全体にわたって広くデータを探るのではなく、

編者の専門にひきつけたこともあって、センサス局をふくむ主要統計にデータ源をしぼっ

ていること、また、ふたつには、生活時間調査が行われていないことから来ている。第二

に、本書の表と図は、諸文献に載っているものをほぼそのまま引用収録している。このた

め､構成比や指数化あるいは指標化されておらず､傾向を読みにくい､すなわちuser-hriendly

とはいえない。第三に、これとも関連して、表の簡単さと格差・差別の要因分析が必ずし

も深くはない。第四に、実は次項で紹介するような、ＣＰＳおよびSIPＰによる分析成果が

十分には反映されていない点がある。

５．２ＣＰＳに基づく分析例

上記文献の編者CTaueberは、かって筆者への私信において、合衆国のジェンダー統計

の詳細は、この書物の文献リストを見てもらいと指摘したことがある。上に見た統計表の

うち興味深い幾つかは､研究機関の作成表であるが､書物全体の統計の出所のほとんどが、

人口センサス、保健統計、教育統計とともに、センサス局・ＢＬＳのＣＰＳとSIPＰデータを

用いたＣＰＲからのものである。しかし、この書の表は、問題についての一連の分析の中

から随時、特定表を抜粋したものである。そこで、本項では、特定表がひきだされたＣＰＳ

とSIPＰに基づく論文や報告書そのものに立ち入る。まずはＣＰＳから、女'性の出産、結婚

した就業者、黒人に関して、それぞれ報告書を紹介し、全体的に論評する。
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5.2.1女性の出産状況2町1990年と1994年に１５～４４才の女性の４２％は子どもを持たな

い。メキシコ系アメリカ人の出産率(1000人につき１１１人）は、非スペイン系（1000人に

つき６１人）の約２倍である。１９９４年に婚外出生児は２６％である。１９９４年の黒人女性の

全出産の66％は婚外の子どもであり、白人女性の３倍､スペイン系女性の２倍である｡1994

年に15-44才の女性の約３８％が未・非婚であり、うち２０％が子どもを持つ。未婚の１０

代の約７％が子どもを持つ。未・非婚の黒人女性の１/2、スペイン系女性はｌ/４，白人女

性は１/８が子どもを持つ。参考としての婚外出産の国際比較では、１９９２年で合衆国が３０

％に対して、デンマークとスウェーデンが５０％、フランス３３％、英国３１％、カナダ２９

％に対して、日本が１％とされている。

1994年に､15-44才の子どものいる女性の５３％は先立つ１年間に労働力であり、この２１０

万人のうち,180万人が雇用者であり、そのうち６８％がフルタイムであった。新生児を持

つ母親に関して、大学卒以上の学歴の母親の７０％、高卒の４８％、高卒未満の３４％が労

働力であった。１才未満の子を持ち、年総所得が75000ドル以上の家族に住む労働力の女

性は12％であり、10000ドル以下の所得の女性も同じ割合である。

52ユ既婚母親の就業２，）３月年次調査に基づいて、結婚している母親のフルタイム・パー

トタイム別、就業週間数別の就業状況を、末子の年齢、人種、夫の就業状況と組合わせて

分析している。１９９２年に、２４７１万人の母親のうちの７３％にあたる１８０２万人の母親が就

業し、その３７％がフルタイムであった。対して子どもを持たない女I性の８５％が就業し､５４

％がフルタイムであった。男性は９２％、フルタイムはそのうちの６６％であった。子ども

を持たない男性の就業、フルタイム就業はかえって少ないようである。

６才未満の子どもを持つ母親就業者は、６－１７才の子どもを持つ場合と比較すると、就

業者率は６７％に対して７８％、フルタイムの率はそのうち、３１％に対して４３％であった。

スペイン系、白人、黒人の順に就業者率は高くなる。２４７万の両親世帯のうち、７/１０で両

親が何らかの形で就業し、フルタイムの共働きは全体では３０％であった。

１９７０年と１９９２年を比較すると、子どもを持つフルタイム共働き家族は１/８から１/４に

なり、６才未満の子どもの場合には７％から２４％へ就学児童の場合には２倍になって､３４

％になった、等が示されている。報告は「結婚している母親の大部分は、子どもが小さい

ときには、年の一部だけ働くか、パートタイムで働くか、家の留まるかして、市場での仕

事と家族的義務をやりくりしている。このように、個人的に子どもをケアすることは、結

婚している母親の生活にとって高い優先度を持ち続けていることを示している」と結論し

ている。ここで、第５表として１９７０以降の母親就業の経過を示す表を引用しておこう。

5.2.3黒人と子どもの状態]o)1994年に3300万人、全人口の１３％が黒人であった。1970年

には１０代の未婚黒人の出生率は、白人の１０倍だったが、１９９０年には４倍に縮小した。

1980年に黒人成人の大卒８％が１９９４年には１９％になった。白人は１８％から２３％に上

昇した。1993年３月に、黒人の文民労働力は、男性690万に対して女性700万人である。
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1993年に黒人家族の実質所得の中位数は21,550ドル、白人家族では39,310ドルであった。

白人家族対比の黒人家族所得比、すなわち格差は、６９年の０．６１から９３年の０．５５に拡大

した。これは結蛎したカップルの家族が黒人家族において減少しているためだとされる。

結婚している家族では、この所得比は0.72から0.81へ、すなわち格差は縮小した。つれ

あいの居ない女性世帯維持者での所得比は0.61で変化がない。1993年に黒人家族250万、

黒人家族の３１％が貧困であったが、これは非スペイン系白人の４倍である。1993年に1β

が貧|、で1969年とほぼ変わらず、白人は１２％で1969年の１０％から噸大した゜

子どもについてみれば､1993年に､合衆国には１８才以下の子どもが6700万人おり、１１００

万人、すなわち１６％が黒人、５３００万人,７９％が白人であった。５６００万人は非スペイン系

白人である。推定によれば、2050年までに子どもの数は９２００万人に達し,５人に１人が黒

人である。１９７０年以降、１人親と住んでいる子どもの割合は劇的に増加し、黒人では３２

％から５８％へ、白人では９％から２１％へ増加した。１９９３年に親なしの黒人の子どもは、

非スペイン系白人の３倍である。1991年に、働く母親の就学前の児童のほとんどは、家

庭でのケアを受けているが、父親がケアしている場合は、黒人で４６％、白人が５８％であ

る。６７００万人の子どものうち、５９０万人（８８％）が健康保険の対象者になっており、黒

人の場合には国の健康保険により多く対象者になっている。子どものいる結婚カップルの

所得の中位数は36660ドルで子どものいないカップルの所得の中位数より１２％高い。白

人カップルに関しては同じ格差は１７％である。子どものある女'性が世帯維持者の黒人家

族の所得の中位数は、10,380ドルで、結婚カップルの所得,32,810ドルの２８％にすぎない。

黒人家族の貧困な子どもは、白人の子どものそれの３倍である。

以上の３報告は、婚外出産が全体として多く、特に１０代の未婚女性、黒人女性に多い

こと、1992年までの約２０年を見ると、子どもがある母親の就業が増大しており、末子が

６歳以下の場合は、幾らかフルタイム就業が少ないこと、黒人の母親の就業率が総ての類

型について大きいこと、黒人家族と白人家族の所得比格差が拡大していること、貧困下の

黒人の子どもの１Ｂが貧困下にあり、１人親の子どもは６０％に近いこと、特に女性世帯

維持者において低所得・貧困度が大きいこと等、合衆国の女性の家族と就業、貧困一すな

わちジェンダー統計にとっての基本的情報を提供している。

諸報告書に示されている統計表は､表頭あるいは表側のどちらかが比較的詳細であるか、

表頭と表側の両方によって７～８属性の組み合わせを提供している。引用した表５では、

表頭が３属'性の組み合わせであり、簡単な組み合わせ表である。これは、多数読者に対し

て一般的に報告し、また読者に理解しやすいことをめざして比較的簡単な表現にしている

からと思われる。しかし報告は、多くの属性ごとの簡単な表を提供している。センサス局

のミクロファイルから出発するなら、標本数からの制約があるが、多くの属'性の多元的組

み合わせ表の作成、すなわち特定グループについて掘り下げた検討表の作成が可能なはず

である。ＢＬＳが、特定属性のクロス表についての問い合わせに応じて公表されていない
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表５年少の子どもの年齢、人種別結婚中の母親の労働経験の傾向1170-1992年

１８歳以下の子どもあり うち６歳以下の子どもあり

年間に働いた者％ 年間

働か

ず妬

年間に働いた者船 年間

働か

ず％

年と

人種 人口人口

席年間

フル

1000人1000人

計

1970

1975

1980

1985

1990

1991

1992

白人

1970

1975

1980

1985

1990

1991

1992

黒人

1970

1975

1980

1985

1990

1991

1992

34.9

35.7

39.4

42.6

38.7

37.9

27.1

７
３
６
１
２
５
１

巴
ひ
●
●
●
●
口

８
６
６
７
７
６
７

４
４
３
２
２
２
２

11,919

11,829

11,725

12,217

12,099

11,925

11,942

４
０
１
０
９
６
ｌ

●
●
Ｃ
●
●
●
●

４
７
８
３
７
７
７

４
４
５
６
６
６
６

34.8

35.2

40.4

40.3

39.9

38.7

36.5

６
０
９
０
１
４
９

■
●
①
●
●
●
●

５
３
１
７
２
２
２

５
５
４
３
３
３
３

24,602

25,361

25,217

25,003

24,393

24,416

24,706

３
７
４
９
８
５
９

●
●
●
●
巳
●
●

１
３
３
３
２
３
２

５
５
６
７
７
７
７

１６．４

１８」

23.7

31.3

34.0

35.7

368

9.6

11.9

17.7

22.7

28.0

28.8

30.6
４
０
３
０
４
４
６

■
●
●
●
●
●
●

５
７
２
７
２
４
５

１
１
２
２
３
３
３

347

35.8

40.5

40.3

40.3

39.1

37.0

８
２
２
７
３
６
４

巳
●
●
●
●
●
●

９
７
７
２
７
６
７

４
４
３
３
２
２
２

10,723

10,531

10,405

10.808

10,686

10,501

10.495

８
９
１
２
７
３
４

●
●
●
●
●
●
●

２
５
７
２
７
７
６

４
４
５
６
６
６
６

４
８
１
９
４
４
１

０
●
●
●
●
●
●

８
０
６
０
６
７
９

１
１
２
２
２
２

３４．４

３５．１

４１．０

４１．３

４１．３

39.9

37.3

２
１
９
８
３
７
６

●
●
●
●
●
●
■

７
４
２
７
２
２
３

５
５
４
３
３
３
３

22,516

22,893

22,541

22,056

21,504

21,488

21,702

２
８
８
３
７
４
６

句
■
●
●
●
●
■

０
２
２
７
２
３
２

５
５
６
６
７
７
７

２
５
８
１
９
４
５

●
０
●
●
●
●
■

４
４
９
６
８
８
９

６
６
６
７
７
７
７

８
５
２
９
１
７
５

●
●
◆
●
●
●
●

５
５
０
３
１
１
０

３
３
３
２
２
２
２

1,049

９８１

８９９

９２６

９０８

８８４

８７１

６
５
７
５
３
７
１

０
Ｄ
Ｃ
●
●
●
●

０
９
９
３
７
６
６

６
５
６
７
７
７
７

１
５
３
１
６
３
９

□
●
●
●
●
●
●

１
２
２
９
４
３
４

２
２
３
３
４
４
４

５
０
４
４
７
４
２

●
●
●
●
●
●
●

９
７
７
４
２
３
１

３
３
３
３
３
３
３

４
５
３
５
７
３
９

①
●
●
●
●
●
●

９
０
０
６
２
３
３

３
４
３
２
２
２
２

1,910

1,971

1,924

1,965

1,846

1,870

1,863

２
８
５
０
９
７
ｌ

●
ｐ
■
●
●
●
●

７
９
６
５
８
８
９

２
２
３
４
４
４
４

０
７
３
０
０
７
４

■
の
■
●
●
■
●

７
４
３
１
０
９
０

３
３
３
３
３
２
３

出所）Ｈ､V・HayghcandSuzanneMBianchi(1994）注29)Tablc5(p､28)から抜粋
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表を提供してくれたという事例もある。これらは、ミクロデータファイル生産を狙って多

様な質問項目を用意していること、そして、公表報告書には多数の表や多元的組み合わせ

表を示しては居ないが、必要に応じて、それら統計表を作成可能な体制にあるという、ミ

クロデータ生産の強みである。

５．３sIPPに基づく分析例

労働力状態と所得、貧困、住宅、子どものケア、健康保険等に関して,CurcntPopulation

ReporIのシリーズ７０にSIPＰを用いた分析が逐次発行されている。ここでは、労働力、貧

困、子どものケアについてだけ紹介・論評する。

5.3.1労働力と所得,')1990年から兎年期に､4200万人が離職しうち3990万人が職をえた。

離職者の求職期間は２．４カ月（1987-1989期には１．８カ月)、離職あるいはレイオフで求職

している者は３３％、25-54才フルタイム男性の再就職時の収入は低下している、離職男

性250万人、女性200万人は使用主の健康保険に入っていたが、離職のため他の健康保険

に加入するか、無加入になった。１９８０年代に比べてこの期、世帯収入の低下が多く、貧

困対所得比率の減少者が多かった。ここで貧困対所得比率(income-povcrlyratio）とは、

クロスセクションあるいは時間的経過の中での所得を検討するために、世帯規模とそこで

の「規模の経済」を考慮に入れ、貧困線との対比で世帯あたりの所得を示す係数である。

所得・援助制度の受給者率は、１９９０年１月の７．９％から９２年１月の８．９％に増加した、

この期全人口の1/4、そして６５才以上層の収入が安定していた、世帯員の就業が世帯収入

と深く関連していた、1991年に新たに援助を受給者の５４．３％が所得が低下した、１９９１年

の援助非受給者の３３．５％に収入比率の低下がみられた等が主な点とされている。

さらに内容に立ち入ると、離職、求職が、性、職業、産業（４区分)、年齢、所得別、

また所得変化が性、年齢、フルタイム・パートタイム、収入源（約５０区分)、貧困と社会

保障給付等との関連でとりあげられており、また「動的視角からの分析」あるいは「動態」

の小タイトルの下に、労働市場、所得や社会保障給付の変化、が追求されている。１９９０

年の特定グループが１９９２年にどうなったかを離職者と再就職、この間の求職期間、職業

間移動、産業間移動、所得階層間移動、世帯属性別所得変化、社会保障給付と所得変化等

はすべて、パネル調査によってより正確に分析用に作成されたものといえる。ここでは離

職後の再就職についての表を表６として引用してみる。

5.3.2貧困"）合衆国で貧困問題、そして貧困者数の算定は常に大きな問題である。統計上

公式の貧困の定義は、食料費が世帯支出の１βを越える場合からはじまったが、その後生

活必需品への支出割合を世帯規模と構成から割り出して、ＣＰＩの増減率を乗じて貧困線を

ひいているもので、ＯＭＢの指令に与えられている。政府の公式数字は、ＣＰＳの３月年次

調査の数字であるが、この報告書では月次の推移を見ている点で違う。

１９９０年に３１８２万人、人口の１２．９％が貧困であり、１９９０年に２カ月以上貧困であった

数は４５６４万人であった。１９９１年に月平均では３３８７万人が（13.6％）が貧困で、２カ月
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表６離職後就職した者のフルタイム・パートタイム、月数、性別数と％単位１０００人

仕事につくまでの月数

地位

最初の仕事

／次の仕事

女性２５～５４歳男性２５～５４歳

５以上

計

1,642 2,085 7,429 2,576 1,768 3.0856,596 2,869

フル／フル

パート／フル

フル／パート

パート／パート

47.7

１１．２

１６．０

２５．２

43.8

14.6

15.6

26.0

38.1

11.8

20.2

29.9

71.8

６．５

１３．２

８．６

72.9

5.4

11.8

９．８

71.6

７．６

１１．６

９．２

３
９
５
３

●
●
■
■

０
６
６
６

７
１

42.8

12.3

17.6

273

出所）WMasumura＆Ｐ､Pyscavage(1994)注３１）ＴａｂｌｅＧｐ９

以上貧困者は4848万人で、９０年に比べて増加した。２年間貧困のままであった者は、１０６０

万人（4.5％)、貧困期間としては半分は４カ月以上経験しており、白人は３９カ月、黒人

とスペイン系では、それぞれ、５．８カ月、４．９カ月以上であった（表７参照)。１９９０年月平

均で結婚家族の者の７％が、女性世帯主家族員の３５％が、貧困であった。結婚家族の者

が２年間貧困のままのことはない（１％）のに対して女性世帯主家族員（１８％）は多い。

月平均で黒人は、白人のほぼ３倍が貧困であり、スペイン系はその間にある。１”０年で

子どもの２０％、非高齢成人の１１％、高齢者の９％が貧失業者の４０％、パートの１２％、

フルタイムの４％、非労働力は１８％が貧困、１９９０年に貧困であった者の２１％が１９９１年

に貧困でなくなった（表８参照)。1990-1991年に貧困になる可能性は大きく、貧困を逃

れる可能性は小さい。

報告書自体に説明があるのだが、ＣＰＳの公式貧困数とSIPＰの貧困数は違う。ＣＰＳは３

月の状態だけによっているが、ｓｌＰＰは毎月貧困を測定して、その年平均を算出している

からである。そしてｓｌＰＰでは、短期の貧困を把握するために、年次だけでなく毎月の収

入、貧困をとらえ、貧困の継続、脱出と加入、を見ている。多くの政策が長期の貧困を問

題視視している中で、「公式貧困統計では、われわれは貧困の短期、長期の継続を区別で

きないが、ｓｌＰＰは貧困のロンジチユージナルな分析を可能」にしているのである。この

調査では収入源として社会保障給付をふくむ約４０を調べており、政策的給付がどう働い

て貧困からの脱出があるのか、無いのか等を検討できる形になっているのである。
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表７１１１０年ＳIPPパネル期間に貧困に陥った者の貧困期間1000人.(B)は２０万人以下

貧困期間（・力月以上）別継続率 継続期

間の中

位数

総ての

期間総

計

検討

削除

の％

特性

２４月２８月１月４月８月

総計

人槻とスペイン系

白人

非スペイン系

黒人

スペイン系

非スペイン系

性

男性

女性

62,5741Z6．９１１００００．５０２０．３０９．． 0.130０．１２１ 4.0

48,763

40,440

１１，７２５

9,557

53,017

３
７
３
２
７

●
ｑ
●
●
●

５
４
３
８
６

２
２
３
２
２

1.000

1.000

1.000

1.000

1.000

0.489

0.474

０．５５３

0.566

0.490

路
砠
兜
印
仰

２
２
３
３
３

０
０
０
０
０

0.120

0.111

0.175

（B）

0.124

（B）

（B）

（B）

（B）

0.114

９
９
８
９
０

●
●
●
●
印

３
３
５
４
４

●●●

●●●●

琴!|菫|(:|:{:;|:;:＿|;:…lｉＩ
3.9

4.3

●●●■● ●●

女性世帯維持者

配偶者無し

うち１８歳以下

の親族有り

6.513,627136.311.0000.6040.4２２ 0.232 （B）

6.8

ﾘｸﾞ=|雫ＷＷ`ｌｓＷ……?２?，…(§） ●●●●■●●

出所）MShea(1995),注32)Tablc4pp19-20から一部を抜粋。伊藤による四捨五入あり。

533母親就業者と子どものケア羽）母親就業者の児童のケア、ケア施設、母親の就業形態

（昼間・夜間、パート・フル等）別、ケアおよびケア施設への支出の分析である。

母親就業者は、１９９１年の秋に、１５才以下の者は５６１０万で、その約55.4(±0.9）％が働

く母親を持っていた。母親就業者の４才以下の児童のケア担当者別一自宅（父、祖父母、

親戚、親戚外)、他の家庭（祖父母、親戚、非親戚)、ケア施設（デイ/グループ・ケアセ

ンター、保育園(nurscry/prcschool)、学校をベースにした活動、幼稚園（kindcrgarlcn)/小学

校、自身、仕事中の母親一を児童年齢１才きざみ、また年次別に示している。４才以下計

では、自宅が３５．７％、うち父親が20.0％、他の家庭が３１％であり、年次的には、子ども

の年齢がふえるとともに、自宅、他の家庭とも減り、ケア施設がふえる。１９７７年から９１

年にかけては、９０年までは自宅・家庭が減少傾向であったが、９１年（不況）に７７年の数

１９１



表８貧困への移行と貧困からの脱出：１，９０年から１９，１年（原表の一部）単位１０００人

出所）Ｍ､Shea(1995),注３２)Tmblc5pp21-22から一部を抜粋した。

字に戻っている。この中で父親によるケアが増大している。働く母親の就学前の子どもの

うち、２３（±1.9)％が、母親が働いている間、組織的な育児施設に収容されているが、こ

の％は1998年の25.8(±1.6)％から低下している。

働く母親の小学生の子ども２１２０（±５０）万人の７６．４（±Ｌ３）％が、母親が働いている

l９Ｚ

1990年の貧困状況

全人口

総計

貧困

非貧困

人種とスペイン系

白人総計

貧困

非貧困

人総計

貧困

非貧困

スペイン系総計

性

貧困

非貧困

男性総計

貧困

非貧困

女性総計

貧困

非貧困

●●●●●●●●

総数

235,811

23,849

211,962

198,579

14,826

183,754

28,982

7,829

21,152

18,565

3,938

14,627

113,681

9,286

104,395

122,131

14,564

107,567

ロ●●■●

1991年の貧困状況

貧困 非貧困

24,998

18,797

6,201

15,996

11,368

4,628

７，８５４

6,471

1,383

4,584

3,374

1,21(）

10,079

7,191

2,888

14,919

11,606

3,313

●●●●●■●

210,814

5,052

205,761

18Z,583

3,458

179,125

２１，１２８

1,359

19,769

13,980

564

13,417

103,602

2,095

101,507

107,212

2,957

104,254

●■●●●●●



間の大部分を学校で過ごしている。１６０（±２０）万人、７．６（±０８）％がある時間を自分

だけで過ごす鍵っ子である。フルタイム母親就業者の５－１１才の鍵っ子は、パートタイム

母親就業者のそれの４倍､市部・市内での鍵っ子の割合は､非都市部のそれの２倍である。

就学前児童に関して、フルタイムの母親の子は、パートタイムのそれに比べて、ケア施

設により多く入所し(27.8±2.6％対１４．９±２．７％)、家族収入月４５００ドル以上の子の

l/３に対して、４５(〕０ドル以下では１/５がケア施設に入所している。ケア施設利用は、南部

（28.8±３．７％）では、北東部（15.9±３．８％）と中西部（20.0±３．５％）に比べて高い。

母親就業者の１５才以下の児童３１１０（±370）万人のうち、1930(±５０）万人が主たる

仕事で昼に働いており、1170(±４０)万人が夜間就業である。夜間就業の母親の就学前児童

は自宅でのケアが、母親の昼間就業に比べて、またパートタイム母親就業者の場合、フル

タイムに比べて、スプリット・シフトの母親の場合、昼間就業の母親の場合より多い。

１５才以下の児童を持つ母親就業者1920(±６０)万人のうち、３４．５％がケア・サービスに

対して貨幣支出をしている。総額は2180億ドル、家族あた週63.3(±3.9)ドルで収入の7.1

(±0.5)％にあたる。貧困状態の女性は、非貧困状態の女性に比べて、より多い％を支払

っている（26.6±４．９％対６．９±0.5％)。週１０時間以上ケア・サービスを使用している

子ども１人あたり時間２．０７±０．１３ドルを、２人以上の子どもが同時の場合には、１．９７(±

0.39)ドルを支払っていた。

以上、３つの報告を紹介した。第３報告は、母親就業者と子どものケアをとりあげ、特

に貧困の女性にとって、ケア・サービス支出が負担になっていること、フル・パート別の

児童ケアの状況を示し、また前２報告は、フル・パート別の離職後の再就職と所得、さら

に貧困の継続の点で、女性の再就職には時間がかかっていること、女性世帯維持者におい

て貧困状態が長引き、またこの期に貧困者が増大し、貧困からの脱出者よりも貧困へ移入

が多いこと、等を伝えている。このうち表としても引用したが、ⅡDynamicsofmとも題さ

れている前２報告は、ロンジチュージナルなミクロデータのみが正確に与えることのでき

る統計表を示している。すなわち特定グループの状況の推移を追跡しているからである。

離職・再就業あるいは貧困状態への出入の推移の詳細な把握は、女性や貧困者への支援・

福祉政策の樹立や効果判断にとって必要・有効なことは確かといえよう。ここに紹介した

例をふくめてロンジチュージナルなミクロデータは、深い分析をもたらす統計資料生産の

新しい方向を開くといえる34)。

6．むすび－合衆国ジェンダー統計の現段階一

以上見てきた点に、他の幾つかの観察を加えて、合衆国のジェンダー統計の到達点に

193



ついて、暫定的な判断を下しておこう。先進国におけるジェンダー統計の到達点あるいは

不足を評価するための基準に関しては、統計がそれなりの発展をとげている日本について

論じた諸点を適用してよかろう２)。すなわち、統計の欠如、諸統計におけるジェンダー区

分、概念の歪みの是正、新調査への取り組み、ジェンダー統計集の編纂、ジェンダー統計

の公衆への配布、そしてこれら全体を有効に推進するための統計機関における女性統計家

の進出、である。そして先進国に関しては、開発途上国でのジェンダー統計視角をふまえ

た統計援助が十分行われているか、も加えられる。これら全体を通じて問われるのは、ジ

ェンダー統計が、ジェンダー問題の現状とその発生源、解決に向けての障壁、政策進行を

モーターするものとなりえているか、である。合衆国連邦の統計を各分野についてのジェ

ンダー視角かのら検討をまだ行ってはいないので、このうちの幾つかの点にしぼって、論

述にとどまらざるをえない。

第一に、性別区分は、ジェンダー問題に関わる領域について、社会的属性を豊富にとり

あげる点で最も重要な調査であるＣＰＳとSIPＰにおいて、果たされている。両調査の結果

を統計表とともに解説して伝える関連報告書が、かなりの性区分を持っている。そもそも

これらの結果が公衆利用ミクロファイルとして広く配布されている点で、性区分はされて

いるといえる。今のところ、ミクロファイルの利用が、公衆にとってはもちろん、研究者

にとっても必ずしも簡単ではないという問題は残しているが。

第二に、ジェンダー問題の現状を規定する諸要因をとりあげているか、に関しても、調

査項目が非常に多く、ミクロデータであることによって、多様なクロス分析、関連分析を

行うことができる形になっている点で、あるレベルを満足させている。あるレベルという

のは、格差や差別の規定要因とみなされるものが、膨大な調査項目からもれていないかど

うかの検討が必要だからである。しかし、社会的根元を問わないとすれば、直接的規定要

因についてはかなりとりあげているといってよい。

第三に、概念に関しては、合衆国は１９７８年会議を頂点として、絶えず概念の改善に努

めてきている。世帯主概念、職業等に関してtnan1が'personに置き換えられるなどである。

第四に、ジェンダーが関わる全分野に関して統計が用意されているかについて見れば、

空白部分があり、空白の若干の分野への取り組みがある。政府機関の出版ではないが、『ア

メリカにおける暴力についての統計ハンドブック』羽)は、第４回世界女性会議以降、重大

問題領域とされた分野についての統計書であり、注目されるものである。

第五に、ジェンダー統計集に関しては、ひとつには分散型統計機関体制であるために、

特定分野別にはジェンダー統計集および関連文献といえるものが幾つか見られる｡例えば、

労働省のＢＬＳの女J性就業者についての統計図の冊子、女J性局の報告書］`)や女'性につい

ての統計資料源の案内書ｍである。

しかしおそらく、統計集を政府内部で作成する必要性の認識が強固でない中で、政府統

計家を中心としてＣトイバーの統計集が発行されたために、政府機関からは、全分野に
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関しては発行されないままである。そして、トイバーのものも、政府統計のすべての成果

を総括したものとはいえないように思う。ここに幾つかの弱さ、残された問題がある。

また、ジェンダー統計の公衆への配布に関して見れば、そもそも公衆向けの手頃な全分

野ジェンダー統計集が無いために、簡易な冊子体そしてインターネットをふくめて、公衆

が、ジェンダー統計によって合衆国の女性の位置を簡単に把握する形にはなっていない。

第六に、統計機関における女性統計家のイニシャティブについて見れば、センサス局や

ＢＬＳの局長が女性であるということは珍しくはなくなり、責任ある地位に多くの女'性統

計家が配されている。アメリカ統計学会の幹部、また関連統計誌における女性統計家の執

筆は多様に行われているし、ジェンダー統計に関わる国連統計部を中心とする国際機関の

統計部署に多くの人員を送り出している。

第七に、国際統計援助について見れば、センサス局人口部門の国際政策センターの担当

者（WomcninDcvclopmcntCoordinator)が合衆国国際開発機関（USAID:UnitcdStatcs

AgencyfOrlnternationaIDcvelopmcnl)と連携し、さらに国運関係機関の国際的な活動家との

連携の下にジェンダー統計の訓練を合衆国内外で行うとともに、指導にあたり、また関連

資料を出版している331。

第八に、政府機関を離れた研究者の間でのジェンダー統計作業に関して見ると、『世界

規模での女性についての統計的記録』という統計集と『世界の女性地図』という地図が出

版されている]，)。国際視角からのこのような文献が、合衆国の研究者によって作成されて

いる点は、注目されるべきである。

以上のうち、ジェンダー統計の発展という点から見て特に基本的な第一、第二の点の大

部分、そして第五の成果は、ミクロデータファイルの生産と配布が非常に大きく寄与して

いることをまず確認できる。先にもふれたが、これら調査においての膨大な調査項目は、

まずは統計機関がその結果をミクロデータ・ファイルとして所持することで、分析毎に多

様な集計をし、報告書・分析にまとめることができ、また利用者に公共利用ファイルとし

て提供し、多様な活用を可能にする。この点で、多項目調査はミクロデータ生産と結びつ

いている点を看過すべきでない。すなわち、ミクロデータ、そして特にロンジチユージナ

ルなミクロデータは、ジェンダー問題を統計によって明らかにする上では、かなり決定的

な資料であることが、合衆国のケースを見て確認できると思われる。

これらをふくめて、現在、合衆国連邦統計においてジェンダー統計を強調する論がそれ

ほど見られない大きな理111は、１９８０年代を中心に、ジェンダー統計の必要とそのための

取り組みが進み、国際的には第一線、に達していることにあると思われる。

これにプラスして、きびしく統計予算が制限される中で、既存の統計すらリストラを迫

られる中では、新たな予算を必要とするジェンダー統計活動は望めない点もあろう。そし

て合衆国社会が全体として、目下のところ、フェミニズム的動きに対しては冷めた風潮に

あることも一要因でありうる。この点から見ると、厳しい状況の中で、合衆国のジエンダ
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一統計は善戦してきたと表現できるかも知れない。

しかし、筆者から見れば、合衆国でのこの到達段階には、さらに発展させるべき点、今

後の課題がある点で、なお十分とはいえない。最大の点は、生活時間調査への取り組みが

日本やヨーロッパに遅れをとって着手されていない点である。１９９８年夏にＢＬＳが関心を

持っているとの話を聞いたが、開始には相当な期間が必要だろうし、統計予算制約の下で

はきびしいだろう。第二に、ジェンダー統計集は国際的水準から言えば、これらは先端に

ある。ＣＰＳやｓｌＰＰなどミクロデータが使用されている点が非常な強みになっている。し

かしなお分野の空白があり、連邦統計の成果を完全には吸収していない。また、公衆への

ジェンダー統計の配布も十分とはいえない。これはジェンダー統計が統計機関として総合

的には取り組まれていないことにもよると思われる。改めて、先進国にそくして（先進国

版）の、ジエンダー統計の前進のための論議の必要を感じるところである。
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